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（用語の定義） 

 

 

用語 定義 

アーバンスポ

ーツ施設 

都が、東京 2020大会のレガシーを活かし整備するスケートボード、スポ

ーツクライミング（ボルダリング）、3x3 バスケットボール施設をいう。 

有明レガシー

エリア 

「新規恒久施設の施設運営計画」（平成 29（2017）年４月東京都オリン

ピック・パラリンピック準備局発行）７ページ参照。 

SPC 本事業を遂行することを目的として設立される特別目的会社をいう。 

応募者 本事業に係る業務の実施を希望する単独の法人をいう。 

応募グループ 本事業に係る業務の実施を希望する参加企業から構成されるグループを

いう。 

応募者等 応募者又は応募グループをいう。 

改修 建築物等の機能及び性能を、原状を超えて改善することをいう。 

管理施設 都が整備する管理棟、その他工作物をいう。 

基盤施設 多目的ゾーンにおいて事業者が整備する植栽、照明等電気設備等をいう。 

協定書（案） 基本協定書（案）をいう。 

構成企業 応募者又は応募グループを構成する法人であり、SPC への出資を行う法

人をいう。 

事業期間 事業契約で定められる本事業の契約期間をいい、事業契約締結日（令和

５（2023）年６月予定）から令和 17（2035）年９月 30日までをいう。 

事業契約 本事業の実施に際し、都と事業者との間で締結される有明アーバンスポ

ーツパーク整備運営事業事業契約をいう。 

実施方針 都が令和４（2022）年６月に公表した、本事業に係る実施方針をいう。 

修繕 損耗、劣化及び破損又は故障により損なわれた機能を初期の水準に回復

させる行為をいう。 

守秘義務対象

資料 

秘密保持誓約書の提出を条件に、必要な参加資格要件を満たす応募者等

に対し、都が開示する資料をいう。 

準備期間 事業契約締結日から本格開業日の前日までをいう。 

審査委員会 整備運営事業審査委員会をいう。 

先行管理期間 都による先行管理期間をいう。 

選定基準 事業者選定基準をいう。 

組織委員会 公益財団法人東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会を

いう。 

多目的施設 事業者の提案により整備するスポーツ施設等をいう。 

代表企業 参加企業のうち、提案書に代表企業として記載された法人をいう。 

追加投資 都が認める範囲において、本施設のサービス向上、収益性の改善・確保

に資することを目的とし、事業者が自らの責任及び費用負担により行う、

施設・設備・備品等の改修・更新・新設工事及び追加等をいう。 
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用語 定義 

提案 提案書に記載された提案内容をいう。 

提案書 応募者等が都に提出した提案書一式及びその他提案書一式に関して都が

候補者に対して確認した事項に対する候補者の回答(書面による回答(都

に提出された書類を含む。)及び口頭による回答を含む。)をいう。 

都 東京都をいう。 

東京 2020大会 東京 2020オリンピック・パラリンピック競技大会をいう。 

不可抗力 暴風、豪雨、洪水、高潮、地滑り、落盤、落雷、地震、火災その他の自

然災害、又は騒擾
そうじょう

、騒乱、暴動その他の人為的な現象のうち、通常予見

可能な範囲外のものであって、都及び事業者のいずれの責めにも帰すこ

とができないものをいう。 

法令等 法律・命令・政令・省令・条例・規則、若しくは通達・行政指導・ガイ

ドライン、又は裁判所の判決・決定・命令・仲裁判断、若しくはその他

公的機関の定める一切の規定・判断・措置等をいう。 

募集要項 都が公表した本事業の事業者募集に係る募集要項をいう。 

募集要項等 募集要項、要求水準書、選定基準、様式集、協定書（案）、契約書（案）、

守秘義務対象資料、質問回答（いずれも修正があった場合は、修正後の

記述による。）をいう。 

本施設 有明アーバンスポーツパーク（外構や追加投資の対象等を含む敷地内全

て）をいう。 

本事業 有明アーバンスポーツパーク整備運営事業をいう。 

命名権 本施設に企業名や商品名等を通称名として付与する権利をいう。 

PFI法 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成

11年法律第 117号）をいう。 

PFI事業 都が PFI 法に基づく特定事業として選定し、PFI 事業として実施される

事業をいう。 
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はじめに 

 

都は、有明アーバンスポーツパーク整備運営事業について、民間の資金、経営能力及び技術

的能力の活用を図り、民間と行政とのパートナーシップの下で効率的・効果的に推進するため、

PFI法に基づく PFI事業として実施することとしている。 

「有明アーバンスポーツパーク整備運営事業要求水準書」は、本事業の基本的な業務につい

て、都が要求するサービス水準の最低水準に係る都の考え方を示したものである。 
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第１ 総則 

 

１ 要求水準書の位置付け 

要求水準書は、本事業の要求水準の最低水準を規定するものであり、事業者の募集・選

定に当たり、募集要項とあわせて公表するものである。 

応募者等は、要求水準書に具体的な特記仕様のある内容については、これを遵守して応

募時に提案を行い、要求水準書に具体的な特記仕様のない内容については、積極的に創意

工夫を発揮した提案を行うものとする。 

また、都は要求水準を事業者選定の過程における選定基準として用いる。このため、審

査時点において要求水準を満たさないことが明らかな提案については、失格とする。さら

に、事業者は、本事業の事業期間にわたって要求水準を遵守しなければならない。都によ

る事業実施状況のモニタリングにより、事業者が要求水準を達成できないことが確認され

た場合は、事業契約に基づき措置するものとする。 

 

２ 本施設の位置付け等 

本施設は、有明レガシーエリア内の都有地を活用し、東京 2020大会のレガシーとなるア

ーバンスポーツを体験し楽しめる場として、大会レガシーゾーン、広場及び多目的ゾーン

からなる有明アーバンスポーツパークを整備・運営することでスポーツによるにぎわいを

創出する。 

 

３ 事業期間 

事業期間は、以下の(1)から(5)までの期間とする。 

 

 開業準備期間 

事業契約締結日（令和５（2023）年６月予定）から運営期間開始日まで（令和７（2025）

年３月予定）まで 

大会レガシーゾーン及び広場は、都による整備完了後、都が先行管理を行う。先行管

理期間は、令和６（2024）年３月から全面開業日の前日（令和７（2025）年２月末予定）

までとする。 

 

 設計期間 

事業契約締結日（令和５（2023）年６月予定）からアーバンスポーツ施設の改修工事

開始日（令和６（2024）年３月以降で都との協議により定める日）並びに基盤施設及び

多目的施設建設工事開始日の前日まで 

基盤施設及び多目的施設建設工事開始日は、全面開業日を考慮し、都と協議の上定め

ること。 

 

 改修・建設工事期間 

ア アーバンスポーツ施設及び管理施設の改修 

改修工事開始日（令和６（2024）年３月以降で都との協議により定める日）から全面



5 

開業日の前日（令和７（2025）年３月予定）まで 

※運営期間においても、事業者による追加投資により整備等を行うことができる。 

 

イ 基盤施設及び多目的施設の建設工事 

工事開始日（都と協議により定めた日）から全面開業日の前日（令和７（2025）年３

月予定）まで 

※工事期間は、事業者の提案により短縮することができる。 

※工事期間の短縮により、運営期間開始日が、上記の都の先行管理期間開始日と同日

となる場合は、都は大会レガシーゾーン及び広場の先行管理は行わない。 

※運営期間においても、事業者による追加投資により整備等を行うことができる。 

 

 運営期間 

全面開業日（令和７（2025）年３月予定）から令和 17（2035）年２月 28日まで 

※全面開業日は遅くとも令和７（2025）年３月 31日までとすること。 

※事業者の提案により、整備期間を短縮し、全面開業日を前倒しした場合でも、運営

期間は最長で 10 年間とする。短縮した整備期間を運営期間に算入することはでき

ない。 

 

 原状回復期間 

令和 17年（2035）年３月１日から令和 17（2035）年９月 30日まで 

※全面開業日を前倒しした場合は、原状回復期間の開始日も前倒しする。 

 

＜事業スケジュール（予定）＞ 

 

日程 内容 事業期間 

令和５（2023）年６月 事業者との事業契約締結 (1)開業準備期間 

(2)設計期間 

(3)改修・建設工

事期間 

令和５（2023）年６月から 設計、改修・建設工事 

※ただし、改修業務は令和６

（2024）年３月以降のみ実施可能 

※アーバンスポーツ施設及び管

理施設は、令和６（2024）年３月

から全面開業日まで都が先行管

理を実施 

令和７（2025）年２月末 

令和７（2025）年３月 事業者による全面開業 
(4)運営期間 

令和 17（2035）年２月末 事業運営業務終了 

令和 17（2035）年３月から 事業者による原状回復 (5)原状回復期間 

令和 17（2035）年９月末 事業契約終了 
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＜参考＞事業スケジュールイメージ 

 

 

 

４ 事業者の業務範囲 

事業者の業務範囲は次のとおりとする。 

 

 開業準備期間 

ア 開業準備業務 

(ｱ) 広報・誘致・予約管理業務 

(ｲ) 利用規則の策定業務 

(ｳ) 備品調達業務 

(ｴ) 職員研修業務 

(ｵ) 関係者との調整業務 

(ｶ) 近隣対応業務 

(ｷ) その他の業務 

 

 設計期間 

ア 設計業務 

(ｱ) アーバンスポーツ施設及び管理施設の改修設計（任意） 

(ｲ) 基盤施設の設計業務 

(ｳ) 多目的施設の設計業務 

(ｴ) 近隣対応業務 

 

 改修・建設工事期間 

ア 改修・建設工事業務 

(ｱ) アーバンスポーツ施設及び管理施設の改修工事（任意） 

(ｲ) 基盤施設の建設工事 

(ｳ) 多目的施設の建設工事 

(ｴ) 近隣対応業務 

イ 工事監理業務 
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 運営期間 

ア 維持管理業務 

(ｱ) アーバンスポーツ施設、管理施設の維持管理及び小規模な修繕 

(ｲ) 基盤施設の維持管理及び小規模な修繕 

(ｳ) 多目的施設の維持管理及び修繕 

 

イ 運営業務 

(ｱ) スポーツ大会、各種イベント等の誘致 

(ｲ) 予約受付、調整等、利用料金の収受 

(ｳ) 広報・誘致等 

(ｴ) スポーツ教室事業等の運営 

(ｵ) アーバンスポーツ施設、多目的施設の運営 

(ｶ) 安全対策業務 

(ｷ) マナー対策業務 

(ｸ) 駐車場・駐輪場管理業務 

(ｹ) 行政・周辺施設との連携業務 

(ｺ) 事業期間終了後の引継ぎ 

(ｻ) 近隣対応業務 

(ｼ) 事業者による追加投資 

(ｽ) 一時滞在施設運営業務 

 

 原状回復期間 

ア 原状回復業務 

(ｱ) 多目的施設等の撤去 

(ｲ) 近隣対応業務 

 

５ 遵守すべき法令等 

本事業の実施に当たっては、関係法令、条例、規則、要綱等を遵守するとともに、各種

基準、指針等についても本事業の要求水準と照らし合わせて適宜参考とすること。また、

関係法令、条例、規則、要綱、基準、指針等は全て最新版を適用すること。 

本事業の実施に関連する主な法令、条例、適用基準等は、付属資料１のとおりである。 

 

６ 著作・特許権等の使用 

 著作権 

都が示した資料の著作権は都に帰属し、応募者等の提出書類の著作権は応募者等に帰

属する。ただし、本事業において都が必要と定めるときには、個人情報等の適正な取扱

いをし、応募者等と協議の上で、都は提出書類の全部又は一部を無償で使用（公表する

ことを含む。）できるものとする。 

なお、応募者等の提出書類については返却しない。 
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 特許権等 

提案内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国の法令に基づ

き保護される第三者の権利の対象となっている事業手法、維持管理方法及び運営方法等

を使用する場合は、その使用に関する一切の責任を応募者等が負担する。 

 

 オリンピック・パラリンピックの知的財産の保護 

組織委員会が示す以下の基準を遵守すること。 

組織委員会 大会ブランド保護基準 

https://www.2020games.metro.tokyo.lg.jp/special/watching/tokyo2020/organisin

g-committee/copyright/ 

 

７ 配慮事項 

 環境への配慮 

事業者は、業務の実施に当たって、次のとおり地球環境への配慮に留意するものとす

る。 

 電気、ガス、水道等の使用量削減に向けた取組を進め、省エネルギーの徹底と二酸化

炭素等温室効果ガスの排出抑制に努めるとともに、廃棄物の発生を抑制しリサイクル

の推進や適正処理を図ること。 

 電気の購入に当たっては、「東京都グリーン購入ガイド」における水準１の条件を満た

すことを必ず考慮するとともに、水準２の条件を満たすよう努めること。 

 ゼロエミッション都庁行動計画に基づき、温室効果ガス排出量やエネルギー消費量の  

削減に努めること。 

 調達から廃棄に至る物品等のライフサイクル全体について、環境負荷の低減への配慮   

に努めること。 

 都の作成する環境基本計画等の実施について、目標達成に向けた取組を行うこと。 

 今後、本施設が東京都環境局「総量削減義務と排出量取引制度」における指定地球温

暖化対策事業所又は特定地球温暖化対策事業所となった場合は、二酸化炭素等の温室

効果ガスの総排出量をあらかじめ定められた排出上限量以下にすることなどが義務付

けられるため、その履行に努めること。 

 なお、指定地球温暖化対策事業所又は特定地球温暖化対策事業所に該当するかについ

ては、下記ガイドラインに従い、算定し判断する必要がある。当該事業所としての役

割を理解し、都の求めに応じ、制度に従って必要となる検証を行い、必要となる資料

を速やかに作成すること。 

 また、指定地球温暖化対策事業所又は特定地球温暖化対策事業所に該当した場合に必

要となる、前年度排出量実績の特定温室効果ガス排出量算定報告書については、都の

登録検証機関の検証を受ける必要がある。左記をはじめとする本項目に係る費用につ

いては、全て事業者が負担すること。 

（参考） 東京都環境局 各種ガイドライン 

http://www.kankyo.metro.tokyo.jp/climate/large_scale/rules/cat9740.html 

 

https://www.2020games.metro.tokyo.lg.jp/special/watching/tokyo2020/organising-committee/copyright/
https://www.2020games.metro.tokyo.lg.jp/special/watching/tokyo2020/organising-committee/copyright/
http://www.kankyo.metro.tokyo.jp/climate/large_scale/rules/cat9740.html
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 調査対応・資料作成 

 都が設置する施設として、都、国及び他の自治体等から各種調査や資料作成、現場視

察等の依頼を受けたときは、施設の管理運営に支障のない範囲で協力すること。 

 都が、東京都情報公開条例（平成 11年東京都条例第５号）等に基づいた対応を行う際

は、必要に応じて都へ協力すること。 

 

 接遇 

 本施設に皇族等の要人が来場するときは、都及び各関係機関等とも連携を密にし、本

施設の信用を失墜することのない対応をすること。 

 高齢者、身体障害者等をはじめ誰もが特段の不自由なく安全に利用できるという考え

に基づき、本施設の接遇にあたる職員に対しては必要に応じて研修を受講させるなど

適切な教育を行うこと。 

 

 損害賠償と保険への加入 

 事業者がその責に帰すべき理由により、都や本施設の利用者、その他の関係者に損害

を与えた場合は、その損害を賠償しなければならない。 

 事業者が実施するアーバンスポーツ施設及び管理施設の改修や多目的施設の建設に

係る工事は、その責任の一切を事業者が負うこととし、事業契約に定める建設工事保

険や第三者賠償責任保険等に加入すること。 

 必要に応じ、その他の保険等に加入し、事業の安定的な運営に努めること。 

 

 個人情報の保護 

 本施設の管理運営業務に従事している者又は従事していた者は、業務上知り得た個人

情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならない。事業期間終了

後若しくは事業者の取消し後又はその職を退いた後も同様とする。 

 前項に定める個人情報については、東京都個人情報の保護に関する条例（平成２年東

京都条例第 113 号）等に従って適正な管理を行い、漏えい、滅失及びき損等がないよ

う必要な措置を講じること。 

 

 守秘義務の遵守 

 本施設の管理運営業務に従事している者又は従事していた者は、業務上知り得た秘密

を第三者に漏らしてはならない。事業期間終了後若しくは事業者の取消し後又はその

職を退いた後も同様とする。 

 前項に定める秘密に関する情報については、内部規程を定めて取り扱う等適正な管理

を行い、必要な措置を講じること。 

 

 地域活性化への配慮 

事業者は、有明レガシーエリアにおける周辺施設等との積極的な交流により、エリア

一体での活性化に資する取組を行うとともに協力すること。 
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 その他 

本事業の実施において、施設利用者の需要変動や物価変動等に伴う経済的リスクは事

業者が負うものとする。 

なお、経済的リスクにより事業継続が困難となった場合の対応については、事業契約

に定める。 

 

８ 要求水準の検証及び変更 

 要求水準に関する協議 

事業者の選定時点では予測しえなかった急激な社会・経済環境の変化や本施設に対す

る都の大幅な方針変更等が生じた場合には、都又は事業者は相手方に協議を申し入れる

ことができる。 

 

 要求水準の変更手続 

要求水準の変更について、都及び事業者が合意した場合、都は変更内容を事業者に通

知する。要求水準の変更に伴い、事業契約の変更が必要となる場合、必要な契約変更を

行うものとする。 

 

９ 事業期間終了後の的確な引継ぎ 

事業者は、事業期間中の維持管理業務を適切に行うことにより、事業期間終了時にお

いても、本施設を良好な状態に保持していなければならない。 

多目的施設については、原則全て事業者の責任により撤去・原状回復し、その費用を

負担するが、協議の上で残置を認める場合がある。また、都又は都が指定する第三者は、

事業実施のために事業者の所有する資産のうち、必要と認めたものを買い取ることがで

きる。 

事業者は、事業期間終了の１年前までに、都が所有するアーバンスポーツ施設、管理

施設及び基盤施設等の建物劣化調査等を事業者の負担により実施の上、建物劣化調査報

告書を都に提出し、都の立会いの下、状態が満足していることの確認を受けること。建

物劣化調査報告書の内容等は、事前に都と協議して定める。 

建物劣化調査及び修繕の内容は、次のとおりとする。 

 建物劣化調査は、目視・触診・打診等の方法による調査を原則とする。ただし、必要

な場合は、一部物性調査も行う。 

 建物劣化調査報告書の作成に当たっては、客観性の確保に配慮した実施方法とする。 

 建物劣化調査報告書の内容には劣化診断、調査対象部の写真、修繕履歴、建築平面図・

立面図・断面図等を含む。 

 建物劣化調査後、事業者は、運営期間終了時までに、要求水準を満たすよう必要な修

繕を実施するものとし、実施に当たっては修繕計画書を都に提出し、確認を受ける。

ただし、修繕を実施しないことについて、都の事前の承諾があった場合、この限りで

はない。 
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第２ 本施設の概要 

１ 施設名称 

有明アーバンスポーツパーク 

 

２ 施設内容 

 計画地 

計画地 ・東京都江東区有明一丁目７番２のうち（有明北 1-1 地区） （下記図

表１を参照） 

用途地域 ・第一種住居地域 

敷地面積 ・31,204.48 ㎡ ※実測等により地積に変更が生じた場合にはその面

積による。 

配置 ・下記図表２のとおり（面積内訳：大会レガシーゾーン 14,465.70

㎡、広場 3,607.05㎡、多目的ゾーン 13,131.73㎡） ※実測等

により地積に変更が生じた場合にはその面積による。 

防火地域 ・防火地域 

指定建蔽率 ・60％ ※ただし、当事業計画地は、有明親水海浜公園の一部とな

るため、東京都海上公園条例施行規則（昭和 50年東京都規則第

242号）第６条に定める建築物の規模等に基づき、建蔽率７％が

適用され、想定される多目的施設の建築面積の上限は 4,800 ㎡

とする。 

指定容積率 ・２００％ ※ただし、暫定利用であるため、原則として、階数が２以下

で、地階を有しない建物とする。 

その他 ・海上公園予定地（大会レガシーゾーン及び広場は、都の先行管理

開始時に、多目的ゾーンは全面開業時に、東京都海上公園条例の

適用を受けることになる。） 

・一部が港湾法（昭和 25 年法律第 218 号）に基づく港湾隣接地域及

び海岸法に基づく海岸保全区域に指定されているため、一定の行

為において規制あり 

・高度指定なし 
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図表１ 

 

 

図表２ 

 

 

 アーバンスポーツ施設及び管理施設 

都が整備するアーバンスポーツ施設及び管理施設の種類、面積、構造等は以下のとお

り。 

事業者は、都から東京都海上公園条例（昭和 50年東京都条例第 107 号）第 10 条に基

づく海上公園施設の設置及び管理に関する許可を受けた上で、事業者が都の所有する当

該施設を借り受け、PFI法に基づき、事業者が自ら提案した設計・改修を行った後、事業

期間中の維持管理業務及び運営業務を実施する。 
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ア アーバンスポーツ施設 

 

種類 面積 構造等 

スケートボード施設

（パーク） 

Ｄ約 51ｍ×Ｗ約 33ｍ 鉄筋コンクリート製 

スケートボード施設

（ストリート） 

Ｄ約 51ｍ×Ｗ約 37ｍ 鉄筋コンクリート製 

屋内ボルダリング棟 延床面積約 956㎡ 

ボルダリングウォール幅約

70m（35m幅２面）、高さ FL

から 4.9m（マット面から

4.5m） 

＜骨組・土台＞ 

S造 平屋建て 

パネル木製 

ホールド FRP 製 

管理施設の用具室約 79 ㎡を

含む（バックストップ等収納

想定） 

3x3 バスケットボー

ル 

Ｗ約 18ｍ×Ｈ約 15ｍ  

285㎡ 

床材樹脂製コート等 

バックストップ 

※ 全て可動式 

 

イ 管理施設 

 

種類 面積等 構造等 

フェンス スケートボード施設外周に

フェンス設置 

※敷地外周フェンスなし 

Ｈ約 1.8ｍ 

 

照明器具 スケートボード照明柱 ９

本、3x3 バスケットボール

照明柱 １本、管理照明（外

灯）23台 

大会レガシーゾーン及び広

場のみ整備 

 

管理棟 管理施設 

延床面積約 131㎡ 

事務室、ロッカー室、男子ト

イレ（小便器２、大便器２）、

女子トイレ（大便器３）、車

いす対応トイレ、平屋建て 

※シャワー・更衣室機能な

し 

S造 平屋建て 

（上下水道、電気、電話引込） 

その他机・ロッカー 



14 

用具室 79㎡ バックストップ、ホールド等

スポーツ備品収納 

舗装 大会レガシーゾーンは芝

生、コンクリート、アスファ

ルト舗装等 

広場も都にて整備 

 

緑地 大会レガシーゾーンについ

て都にて緑化。以下本数を

想定 

大高木    1本 

高 木   39本 

中 木  238本 

低 木 1735本 

 

(緑化申請上の範囲での緑化

面積 934.85㎡) 

駐車場 大会レガシーゾーンに 21台

（うち管理用６台程度） 

うち３台分は電気自動車用

充電設備を設置予定 

 

駐輪場 大会レガシーゾーンに 43台

分整備面積約 60 ㎡ 

 

排水設備 スケートボード施設雨水排

水用ポンプ ２基 

 

給水設備 スケートボード施設散水栓 

４つ 

その他管理用散水栓あり 

 

 

ウ インフラ 

 

種類 整備予定 仕様 

電気 大会レガシーゾーンにて必

要な電力分を整備し、電力

事業者と契約する。 

① 東京電力 6.6kV 

② 既存管理棟の引込容量 

6.6 kV EM-CET38 

都市ガス ガス引込みはなし ① 大会レガシーゾーンに

おけるガス配管引込はなし 

上下水道 アーバンスポーツ施設及び

管理施設の規模に応じて引

込む。 

① 上水道 

50φ 

② 下水道（汚水）２箇所 
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150φ等 

③ 下水道（雨水）５箇所 

200φ等 

 ※下水本管への取付管径

等は、大量排水協議の上確定

予定  

電話、インターネット

等 

外線、内線について大会レ

ガシーゾーン内での必要相

当数を整備想定 

大会レガシーゾーン内は、

インターネット、Wi-Fi施設

は配管ルート確保まで行

い、配線や機器設置は暫定

管理時に都が設置を検討 

① 電話（ＮＴＴ） 

既存管理棟の引込配管 

FEP（30）×２本（電話） 

② 通信 

既存管理棟の引込配管 

FEP（30）×２本（情報） 

大会レガシーゾーンの

配線・機器設置は別途都

により実施（TOKYO FREE 

Wi-Fi設置を検討） 

 

事業者は、提案する施設内容に応じて各インフラ業者と協議を行い、以下の考え方に

基づき、事業者の負担で接続工事を行うこと。別途インフラ業者への負担金等生じた場

合も事業者の負担とする。 

 

種類 接続工事の考え方 

電気 大会レガシーゾーン及び広場の受電容量を考慮する

と、多目的ゾーンで新たな引込みが必要となる。 

ただし、一敷地一引込みが前提となるため、提案に応じ

て、都が整備した受電設備改修等を行い、電力供給を行

うこと。その際は停電期間をできるだけ短くするよう

努めること。 

二引込みを希望する場合は、事業者の責任で電力供給

事業者と協議すること。 

なお、大会レガシーゾーンから多目的ゾーンへ空配管

を敷設予定（電力用として、FEP(100)×２本を予定） 

ガス 提案に応じて、ガス引込みを行うこと 

上下水道 提案に応じた規模の引込みを大会レガシーゾーンとは

別に本管から行うこと。 

上水道について、事前に東京都水道局と協議をするこ

と。また、下水道の整備に際し、事業者の責任で、東京

都下水道局と大量排水協議等を適切に行うこと。 
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電話、インターネット等 提案に応じ、大会レガシーゾーンからの配線及び電話

交換機改修等を行うこと。 

なお、大会レガシーゾーンから多目的ゾーンへ空配管

を敷設予定（通信用として FEP(65)×3本を予定） 
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第３ 設計業務に関する要求水準 

１ 総則 

 基本方針 

都は、東京 2020大会のレガシーを活用し、アーバンスポーツを体験でき楽しめる場と

して大会レガシーゾーン及び広場を整備する。 

事業者は、上記に加え、アーバンスポーツ施設及び管理施設の改修設計、並びに、大

会レガシーゾーン、広場の空きスペース及び多目的ゾーンにおいて多目的施設及び基盤

施設を設計し、大会レガシーゾーンと多目的ゾーンの相乗効果により、スポーツ振興や

地域のにぎわい創出に貢献すること。 

なお、有明レガシーエリアの基本的な考え方に基づき、有明アリーナ、有明テニスの

森公園テニス施設等複数の競技施設、展示場として活用する有明体操競技場、有明親水

海浜公園及び民間開発による複合施設などの集客施設との調和、にぎわいの創出や地域

の活性化が図れるよう配慮すること。 

 

 有明レガシーエリアの基本的な考え方 

 「有明アリーナを核としたスポーツとイベントでにぎわうまち」へ 

 「未来の東京」戦略における「スポーツ・ウェルネス・シティ」プロジェクトとして、

誰もがいきいきとスポーツに親しみ、ウェルネスを実現できるよう、最先端技術等を

有する民間企業等との連携など、ＤＸの推進によるスポーツを核とした新たな価値や

魅力を創出 

 東京 2020大会の競技施設が集積する有明レガシーエリアで、東京 2020 大会のレガシ

ーを最大限に活かし、スポーツを通じたウェルネスを実現 

 

２ 設計業務の要求水準 

 アーバンスポーツ施設及び管理施設の改修設計業務 

ア 対象施設 

子供から大人まで幅広い利用者が、より快適にアーバンスポーツを体験できる空間を

創出するため、以下の施設について、事業者の提案により任意で改修設計を行うことが

できる。なお、改修部分は事業者の保有資産とし、事業終了時に撤去等の原状回復を行

うこと。 

 スケートボード施設（パーク・ストリート） 

 屋内ボルダリング棟 

 3x3 バスケットボール設備 

 管理棟、その他都が整備する工作物 

 

なお、以下のような改修は原則認められない。 

 本施設の主要構造部を変更するもの。 

 本施設の外観を大幅に変更するもの。 

 本施設の撤去（一部撤去を含む）を伴うもの。 

ただし、大会レガシーゾーン駐車場隣接地の芝地を撤去し、駐車場と転ずることはこ
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の限りではない。その場合も、江東区みどりの条例を満たす緑化面積を維持すること。 

 スポーツクライミングのウォールパネルを変更するもの。 

 本施設の外構を大きく変更するもの。植栽の撤去は原則不可とするが、移植等によ

り代替措置ができる場合はこの限りではない。 

 都の各種施策に反するもの（環境施策、東京都福祉のまちづくり条例（平成７年東

京都条例第 33号）に定めるユニバーサルデザインに関連する設備の撤去等）。 

 事業期間終了後に原状復旧することが難しいもの。 

 その他法令等に違反するもの。 

なお、都のアーバンスポーツ施設及び管理施設の整備期間中において、事業者は、都

の追加の費用負担や工期変更を伴わない範囲で、都の整備内容の変更を提案・協議する

ことができる。ただし、当該変更の可否については、都が判断するものとする。 

 

イ 施設計画等 

(ｱ) 配置計画 

 都により整備されたアーバンスポーツ施設及び管理施設の配置は変更できない

ものとする。 

 アーバンスポーツ施設及び管理施設において、都が設置する太陽光発電システム

に追加して、事業者の太陽光発電システムを設置することが可能である。太陽光

発電システムは、原則として本施設の電力需要を賄う目的で設置するものとする。 

(ｲ) 動線計画 

 アーバンスポーツ施設及び管理施設の改修においては、各施設との動線を考慮す

るとともに、バリアフリーに配慮した設計とすること。 

 施設内のサインは、全体の動線が分かるように、大きく明瞭なものを計画するこ

と。 

 

 基盤施設の設計業務 

ア 対象施設 

多目的ゾーン内における下記施設 

 植栽 

 照明等電気設備 

 駐車場、駐輪場 等 

 

イ 費用負担等 

 基盤施設の整備費用の一部については、別途協定等を締結のうえ、都が支払うもの

とする。また、植栽の苗木を、都が一部支給する（支給する樹種及び本数は都が指

定）。最大想定本数は、大高木 15本、高木 150 本、中木 780本、低木 2,360本程度

となり、支給する樹種は、大会レガシーゾーンの苗木と同種のものを想定している。

ただし、在庫状況等によっては支給する樹種及び本数に変更が生じる可能性がある。

また、運搬時期について都と協議すること。 
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詳細は、事業契約において示す。 

 

 多目的施設の設計業務 

ア 考え方 

事業者の提案により、以下の条件に合致するものに限り整備することができる。 

 東京都海上公園条例第２条第５号で規定される海上公園施設であり、公園と調和し

た施設であり、周辺の海上公園に整備される水辺空間の魅力を生かす施設配置や敷

地の整備をすること。 

 その他建築基準法（昭和 25年法律第 201号）等法令、臨海副都心有明北地区まちづ

くりマスタープラン及び臨海副都心有明北地区まちづくりガイドライン－改定－等

に適合した施設により構成すること。 

 上記を満たし、かつアーバンスポーツその他各種スポーツの裾野拡大、地域の運動・

健康づくりの環境向上などスポーツの振興に寄与し、有明北地区のにぎわい創出に

資する施設構成とすること。 

 

なお、アーバンスポーツ施設及び管理施設の撤去を伴う多目的施設の整備は原則認め

られない。ただし、運営期間中の事業者による追加投資として、当該施設の劣化状況や

使用状況を勘案し、都が当該施設の撤去が妥当と承諾した場合は認められる場合がある。 

建築確認等法令に基づく申請に伴う手数料は事業者が負担すること。 

臨海副都心有明北地区まちづくりガイドライン－改定－を管理する「有明北地区まち

づくり委員会」に対し計画の説明を行い、事業の遂行上必要な時期に遅滞なく必要な書

類等を提出すること。また、本施設は、臨海副都心有明北地区地区計画区域内に位置し

ており、設計過程において、都に暫定利用計画書を提出し、適切に手続を行うこと。暫

定利用計画書の提出時期等都と協議の上、事業の遂行上必要な時期に遅滞なく提出する

こと。 

 

イ 整備可能面積 

アーバンスポーツ施設と多目的施設を含めた本施設の建築面積の上限は、6,000㎡と

し、多目的施設の建築面積は上限を 4,800㎡とする。スポーツ施設とそれに付随する便

益施設のバランスについて、都民ニーズと施設の効率的運営の均衡に配慮し、便益施設

が過大とならないよう配慮すること。 

設計を行う際は、周辺地域との一体性を損なうことなく、また利用者サービスの向上

のために設計を行うこと。 

 

ウ 施設計画等 

(ｱ) 配置計画 

 大会レガシーゾーン、広場及び多目的ゾーンが一体となったスポーツを中心とし

たにぎわい施設として、機能的、景観的に調和を図るよう施設全体の配置につい

て十分配慮すること。 

 公園と調和した施設であり、周辺の海上公園に整備される水辺空間の魅力を生か
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す施設配置や敷地の整備をすることとし、単に広大な駐車場が敷設されることが

ないように工夫すること。 

 各種アーバンスポーツイベントにも活用できるよう施設配置等を工夫すること。 

 有明北地区住民の世代別構成等を考慮し、利用者ニーズに応じ、幅広く利用  

される施設となるよう創意工夫をすること。 

 道路等に面する部分は、歩道状空地を設ける等有明北地区まちづくりガイドライ

ンを遵守すること。 

 広場への多目的施設の配置は不可とする。ただし、ベンチ等広場の通行を妨げな

い設置物や、イベント時等の仮設設置物の設置は可とする。 

 カフェ及びショップ等を設置する場合は、本施設の利用者のみならず、有明レガ

シーエリア全体の利用者の利用が図られるような場所に設置すること。 

 利用者の熱中症対策等を考慮し、必要に応じて自動販売機の設置を行うこと。 

 キッチンカーの配置をする際は、キッチンカー用の給水・排水設備等を設ける等、

ゴミの投棄等が発生しないよう配慮すること。 

 有明レガシーエリアの回遊性を高めるため、シェアサイクルの設置及び設置に関

する手続に対する協力を行うこと。 

 公園利用者によるゴミの投棄等が発生しないよう、適切にゴミ箱を設置すること。 

 犯罪の誘因となるような施設配置は避けること。 

 多目的ゾーン内に、本施設の電力需要を賄うことを目的として、太陽光発電シス

テムを設置することができる。 

 

(ｲ) 動線計画 

 多目的施設の整備においては、各施設との動線を考慮するとともに、バリアフリ

ーに配慮した設計とすること。 

 施設内のサインは、全体の動線が分かるように、大きく明瞭なものを計画するこ

と。 

 

(ｳ) 外構計画 

 本施設が必要とする外構工事については、利用者のサービス向上を考慮し、事業

者の責任において行うこと。 

 

a 植栽 

 植栽の配置は、江東区みどりの条例の基準を満たすよう行うこと。 

 樹種については、大会レガシーゾーン及び広場に配置する樹木と調和がとれるよ

う選別すること。 

 

b 駐車場の設置 

 大会レガシーゾーンにおける都整備駐車場台数及び多目的施設の駐車場利用需

要を考慮し、多目的ゾーンにおいて必要な駐車場を、利用者に配慮した場所に設

置すること。 
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 障害者用車両及び事業用車両等に対応すること。 

 大会レガシーゾーンにおける駐車場には、電気自動車（EV）充電スタンドを設置

すること。充電スタンド設備は、東京都環境局と協定により設置をする予定であ

るため、手続について都と協議をし、進めること。上記協定に基づき、維持管理

は、都負担で実施する予定である。 

 

c 駐輪場の設置 

 大会レガシーゾーンにおける都整備駐輪場台数及び多目的施設の駐輪場利用需

要を考慮し、多目的ゾーンにおいて必要な駐輪場を、利用者に配慮した場所に設

置すること。 

 

d 意匠計画 

 多目的施設は、アーバンスポーツ施設等と調和するデザインとすること。 

 

e 設備計画 

 更新性及びメンテナンス性を考慮したものとする。 

 主要機器は原則として屋内設置とする。 

 風水害、落雷、断水、停電、火災等の災害を考慮して計画する。 

 施設の各種機器の集中管理パネルを設けること。 

 電気の購入については、「東京都グリーン購入ガイド」における水準１の条件を

満たすことを必ず考慮するとともに、水準２の条件を満たすよう努めること。 

 ゼロエミッション都庁行動計画に基づき、温室効果ガス排出量やエネルギー消費

量の削減に努めること 

 Wi-Fi機器については、利用者ニーズに応じ、設置すること。 

 なお、大会レガシーゾーンに設置予定の機器を撤去する場合は、あらかじめ都に

通知し、都の承諾を受けること。 

 ５Ｇ通信回線については、利用者ニーズに応じ、設置すること。 

 多目的ゾーンにおける江東区雨水排水実施要項に基づく雨水流出抑制について

は、事業者の責任で行うこと。 

 駐車場において、事業者の負担により入出庫管理設備（ゲート又はフラップ、精

算機等）を設置すること。 

 スポーツ施設等の照明、競技用照明を設置する際には、光の角度やルーバー設置

等、周辺住民等の生活や活動の支障にならないようにすること。 

 

f その他 

 敷地内は全面禁煙とすること。 

 設計業務において必要となる官公庁や関係団体等との協議やその他各種許認可

手続について、事業を遅滞させることなく、適切に行うこと。 

 地盤状況については、下記ホームページを確認すること。 

https://www.kensetsu.metro.tokyo.lg.jp/jigyo/tech/start/03-jyouhou/geo-

https://www.kensetsu.metro.tokyo.lg.jp/jigyo/tech/start/03-jyouhou/geo-web/00-index.html
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web/00-index.html 

  

https://www.kensetsu.metro.tokyo.lg.jp/jigyo/tech/start/03-jyouhou/geo-web/00-index.html
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第４ 改修・建設工事業務の要求水準 

１ 業務の実施方法 

事業契約に定める期間内に、各種法令を遵守の上、施設の建設を行うこと。建設工事業

務に当たっては、次の点に留意し、適切な施工計画書を作成して都の承諾を得ること。 

構内及び工事関係者並びに第三者の安全確保と環境保全に十分配慮すること。 

工事に伴い有明アーバンスポーツパーク内や近隣地域に及ぼす影響を最小限にとどめる

よう努めること。 

建設工事期間中の電気、上下水道等に係る費用負担は事業者とする。 

無理のない工事工程を立てるとともに、適宜、周辺住民や公園利用者等に周知し、作業

時間に関する説明等を行うこと。 

完成図書の提出に当たっては、都と協議の上、図面、図書等を提出すること。 

 

２ 工事の着工前業務 

工事に必要な土地借受け手続やその他各種許認可手続を事業スケジュールに支障がない

ように実施すること。 

着工に先立ち、都や周辺住民等に対して、準備調査・事業内容・工事内容等の説明を十

分に行い、近隣の理解のもとに工事の円滑な進行と安全の確保に努めること。 

工事着手時に、改修・建設工事業務計画書、図面、図書等を都に提出し、承諾を受ける

こと。 

工事開始前に、建築基準法及び建設業法（昭和 24年法律第 100号）に基づき、現場責任

者を定めるほか、必要な書類を都に提出すること。 

なお、これを変更する場合も同様とすること。 

着工前、変更時、完成時の各時点において CORINS（工事実績情報システム）に基づく、

工事カルテを作成し登録すること。 

 

３ 工事の期間中業務 

関係法令及び工事の安全等に関する指針等を遵守し、設計図書及び工種別の施工計画に

従って施設の建設工事を実施すること。また、建設工事においては、次の点に留意するこ

と。 

安全かつ効率的な工事計画とし、都が要求する性能が確実に満たされるよう工事を行う

こと。 

工事の施工に当たっては、周辺住民や関連団体等との協議事項や都との協議事項、関係

機関の指導事項等を遵守すること。 

工事車両の通行に当たっては、あらかじめ周辺道路の状況を把握し、事前に道路管理者

及び近隣住民等と調整するとともに、運行速度や誘導員の配置、案内看板の設置及び道路

の清掃等、十分な配慮を行うこと。 

工事着手前、事業の進捗上重要な段階及び都が必要とするときに事前説明を行い、承諾

を受け、定期的に都から工事施工、工事監理の状況確認を受けること。その際、法令等に

基づき是正等の指摘があった場合は、速やかに協議に応じる等誠実に対応すること。 

工事期間中の変更項目に関して、各種申請等の変更が生じる場合には都へ報告し、承諾
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を受けること。 

近隣住民等への説明等は、事業者において確実に行うこと。 

事業対象地の南側には、小中学校や住居用マンションがあるため、騒音対策を施すこと。 

工事実施時間は、都と地域住民等と協議の上、決定すること。 

事業対象地の北側には、運河が広がるため、塩害に配慮した構造工法を取り入れるなど

対策を施すこと。特に、外部に露出する金属部分については塗装処理等を行うなどの配慮

をすること。 

必要に応じて、地盤沈下対策を講じること。 

有明親水海浜公園工事受注者等と相互に協力し、工程等について十分調整を図り、工事

の遂行上支障のないようにすること。 

 

４ 工事のしゅん功時業務 

事業者の責任において費用を負担し、事業者自ら完了検査等を実施すること。 

完了検査等については、実施する７日前までに都に通知すること。 

なお、都は、事業者が実施する完了検査及び各種設備の試運転に立ち会うことができる

ものとする。 

完了検査の結果は、検査済証その他の検査結果に関する書面の写しを添えて、書面で都

に提出し、工事が完了したことを通知すること。 

都は、事業者の立会いの下で、工事完成確認を実施する。 

事業者は、必要に応じ都に対して施設・設備什器備品等の取扱い説明を実施すること。 

事業者は、引渡し予定日に施設を都に引き渡し、完成図書を都に提出すること。 
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第５ 工事監理業務の要求水準 

１ 総則 

 業務の目的 

工事監理業務は、設計業務で作成した設計図書の内容を、建設業務に適切に反映する

ための指導を行うとともに、建設業務の品質管理、工程管理、安全管理が適切に実施さ

れ、要求水準が満たされた施設が構築されているか、中立的な立場で監理することを目

的とする。 

 

 業務の区分 

工事監理業務の区分は、次のとおりとする。 

① 工事監理業務 

② 現場立会い業務 

③ 定例会議の運営業務 

 

 業務の範囲 

工事監理業務の対象範囲は、各業務区分の要求水準に特に記載のない限り、本施設と

する。 

 

 業務の期間 

本業務は、改修・建設工事期間を対象とする。 

 

２ 業務の要求水準 

 工事監理業務 

事業者は、各種関係法令及び工事の安全等に関する指針等を遵守し、建設工事が設計

図書及び施工計画に従い、適切に実施され、進捗していることを確認するとともに、必

要に応じて、指示、是正勧告を行うこと。 

 

 現場立会い業務 

事業者は、建設業務の主要な工程毎に、現場にて立会いを行い、その施工状況および

品質の確認を行うこと。 

 

 定例会議の運営業務 

事業者は、都や統括管理責任者、業務責任者を含めた定例連絡会議を定期的に開催し、

必要に応じて、都に対し、連絡及び報告を行うこと。 

また、建設業務責任者及び建設業務担当者との現場定例会を運営し、その結果を定例

会議議事録として取りまとめること。 
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第６ 開業準備業務に関する要求水準 

１ 総則 

 業務の目的 

開業準備業務は、運営期間等において、広報、利用予約受付、職員への研修等を行い、

円滑に維持管理業務及び運営業務が実施できるようにすることを目的とする。 

 

 業務の区分 

開業準備業務の区分は、次のとおりとする。 

① 広報・誘致・予約管理業務 

② 利用規則の策定業務 

③ 備品調達業務 

④ 職員研修業務 

⑤ 関係者との調整業務 

⑥ 近隣対応業務 

⑦ その他の業務 

 

 業務の範囲 

開業準備業務の対象範囲は、各業務区分の要求水準に特に記載のない限り、本施設と

する。 

 

 業務の期間 

本業務は、開業準備期間及び運営期間に実施する。 

 

２ 業務の要求水準 

 広報・誘致・予約管理業務 

ア 広報 

(ｱ) 本施設の PR 及び情報提供のために、以下の例を参考に、必要な媒体の作成、配

布、管理等を行うこと。 

 ウェブサイトの開設、更新 

 施設案内リーフレットの作成・配布 

 新聞、雑誌、テレビ、ラジオ、SNS等の媒体を活用した PR 

(ｲ) 事業者は、各業務の実施に必要な場合に限り、本施設の外観や内観の写真データ

等を第三者に使用させることができるものとする。写真データに著作権が存在する

場合には、権利者と協議の上、適切に対応すること。 

なお、本施設の図面を使用する場合は、事前に都の承認を得ること。 

 

イ 誘致 

 本施設の利用が見込まれる団体等への誘致活動を行い、利用促進に努めること。 

 特に、アーバンスポーツに関する団体等への誘致活動を積極的に行い、利用促進に

努めること。 
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 有明北地区住民の世代別構成等も考慮に入れ、周辺住民等のニーズに応じたイベン

ト等積極的に誘致すること。 

 本施設の利用に関する各種問合せ等に対して、誠意をもって相談対応を行うこと。 

 

ウ 予約管理 

 都が設置する施設であることを踏まえ、都の各種施策との連携や透明性の確保に十

分配慮して、適切な利用予約受付体制を構築し、誠意を持って利用予約受付を行う

こと。 

 必要に応じ、施設専用アプリ等を設ける等利用者の利用促進につながる予約体制を

整えること。 

 

エ 留意事項 

 営業及び広報活動は、適切な見直しを行うなど、効果的なものとなるよう留意する

こと。 

 都が作成する媒体への掲載等、可能な範囲で広報・誘致への協力を行うこと。 

 都が本施設を利用するにあたっては、優先的な利用等への協力について、協議を行

うこと。 

 

 利用規則の策定業務 

 事業者は、予約受付を開始する前に、本施設の利用に係る休館日、開館時間（利用時

間区分）、利用方法（申込手続、申込受付開始日、予約の変更・取消手続等）、利用制

限等に関する利用規則を都と協議の上、策定すること。策定した利用規則を変更する

場合も、その目的及び内容についてあらかじめ都と協議を行うこと。 

 雨天時等における各施設の休館の基準については、施設利用者の安全に十分配慮して

設定するものとし、都と協議の上、定めること。 

 事業者は、利用料金（金額、徴収方法等）について、都と協議の上、定めること。 

 事業者は、休館日、開館時間その他利用に当たり必要な事項（利用料金を含む。）を事

業者のウェブサイトやパンフレット等に掲載し、運営期間開始前に公表すること。 

 度重なる利用者のマナー違反等があった場合には、当該利用者を利用禁止にすること

も含め、検討すること。 

 

ア 休館日及び開館時間 

 通年開館を原則とすること。ただし、都の同意を得た場合には、この限りではない。 

 利用者及び来館者の利便性や需要動向を検討し、本施設の休館日及び開館時間（利

用時間区分）を変更する場合には、事前に都と協議して定めること。夜間の開館時

間は屋内施設、屋外施設ともに原則 22時までの範囲で設定することとし、閉館後 30

分後には施設利用者が退館するようにすること。ただし、その後の施設運営状況に

鑑み、開館時間の変更を協議できるものとする。 

 保守点検、修繕工事等の合理的な理由がある場合は、事前に都の同意を得た上で、

施設の一部の利用を制限し、又は施設全部を休館とすることができる。 
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 夜間等、開館時間以外の利用者及び来館者の出入りについては、安全管理に十分配

慮した上で対応すること。 

 駐車場の入出庫可能時間は、利便性及び近隣に配慮して設定すること。 

 

イ 利用料金 

(ｱ) 利用料金の設定 

本施設の利用料金については、以下の条件のもと、平日料金／休祝日料金、設営・

撤去料金や延長料金の設定等、利用者ニーズを踏まえ、事業者が提案に基づき設定す

ること。 

 アーバンスポーツ施設については、アマチュアスポーツの振興に資するよう、類 

似施設の利用料金等を踏まえた一般的水準の利用料金とすること。 

 アーバンスポーツ施設のスポーツ利用に関する備品利用料金については、類似施

設の利用料金等を踏まえた一般的水準の利用料金とすること。 

 多目的施設の利用料金は、類似施設の利用料金等を踏まえ、広く都民が利用でき

る料金とすること。 

 その他イベント等開催時の利用料金や敷地貸出料金については、入場料収入の有

無等も勘案しながら、類似施設の利用料金等を踏まえた利用料金とすること。 

 

 備品調達業務 

 事業者は、本施設の運営において必要となる備品を調達すること。ただし、アーバン

スポーツ施設及び管理施設で必要となる基本的な備品は都で調達する。都で調達する

備品については、募集要項等の公表に併せて示す。 

 

 職員研修業務 

 個別業務を円滑にかつ適切に行うことができるよう、各業務を担当する職員に対して、

適宜必要な研修を行うこと。 

 

 関係者との調整業務 

 都が大会レガシーゾーンにおけるアーバンスポーツ施設及び管理施設を先行管理し

ていることを踏まえ、都等と設計、工事、備品の搬入等に関する工程その他必要な事

項に関する調整を行うこと。 

 大会レガシーゾーンにおける都による先行管理の運営に関して、円滑な引継ぎができ

るよう調整を行うこと。 

 

 近隣対応業務 

 全面開業に向けて、周辺住民への事業計画内容の説明等、都と協力して行うこと。 

 都と協議の上、競技団体、都、周辺住民とで構成する連絡協議会に参加すること。 

 

 その他の業務 

 運営に必要な情報の収集、企画立案等を適宜行うこと。  
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 その他、開業を円滑に進めるため又は開業後の運営を効果的に行うために必要な業務

を行うこと。 
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第７ 維持管理業務に関する要求水準 

１ 総則 

 業務の目的 

運営期間に実施する維持管理業務は、当該期間中、本施設の機能及び性能等を常に発

揮できる最適な状態を保ち、利用者等の安全かつ快適な利用に資することを目的とする。 

 

 業務の区分 

維持管理業務の区分は、次のとおりとする。 

① アーバンスポーツ施設及び管理施設の維持管理及び小規模な修繕 

② 基盤施設の維持管理及び小規模な修繕 

③ 多目的施設の維持管理及び修繕 

 

 業務の範囲 

維持管理業務の対象範囲は、各業務区分の要求水準に特に記載のない限り、本施設と

する。 

 

 業務の期間 

本項に示す維持管理業務は、運営期間を対象とする。 

 

２ 業務の要求水準 

 アーバンスポーツ施設及び管理施設の維持管理及び小規模な修繕 

ア 建築物保守管理業務 

 建築物の機能と環境を維持し、利用者が安全かつ快適に利用できるよう、建築物各

部の点検、保守等を行うこと。 

 保守管理の対象は、屋内ボルダリング棟及び管理棟における以下の範囲において実

施すること。 

 

主な保守管理の対象 

構造、屋根、内外壁、天井、柱、床、建具等 

 

 部材の劣化、破損、腐食、変形等について調査・診断・判定を行い、性能及び機能

の低下がある場合は迅速に保守等を行い、部材の劣化、破損、腐食、変形等がない

状態に保つこと。 

 結露やカビの発生を防止すること。 

 開閉・施錠装置等が正常に作動する状態を保つこと。 

 関係法令の定めるところにより、点検を実施すること。 

 

イ 建築設備保守管理業務 

建築物の機能と環境を維持し、利用者が安全かつ快適に利用できるよう、本施設に設

置される設備について、以下の業務を行うこと。 
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保守管理の対象は、屋内ボルダリング棟及び管理棟における以下の範囲において実施

すること。 

 

区分 主な保守管理の対象 

電気設備 電気、動力、コンセント、防災、誘導支援、吊物機構、照明、情報通

信、情報表示、機械警備、駐車場管制 

空調設備 空調、換気、排煙、自動制御 

給排水設備 給水、給湯、排水通気、衛生器具、雨水槽、雨水ポンプ 

 

 業務に当たっては、確実性、安全性及び経済性に配慮するとともに、正常に機能し

ないことが明らかになった場合は保守交換、分解整備、調整等適切な方法により対

応すること。 

 

(ｱ) 日常巡視点検 

 日常の運転管理、点検、整備を行うこと。 

 点検内容及び正常に機能しない際の対応等について、適切に記録を取り、各業務

報告書に記載すること。 

 

(ｲ) 点検、測定・整備 

 各設備は、関係法令の定めにより、法令点検を実施すること。 

 各設備について、常に正常な機能を維持できるよう定期的に点検、動作特性試験、

整備業務を行うこと。 

 点検内容及び正常に機能しない際の対応等について、適切に記録を取り、各業務

報告書に記載すること。 

 

ウ アーバンスポーツ施設の保守管理業務 

アーバンスポーツ施設の機能、特性を十分に把握した上で、施設の機能を保持し、利

用者の快適かつ安全な利用を図るため、建築物保守管理業務、建築設備保守管理業務に

示す事項のほか、以下の点検、保守等を行うこと。 

 ボルダリングウォールパネルは、パネルの落下や事故等がないように日々の点検を

入念に実施すること。 

 ボルダリングウォールパネルの利用者の登攀による足跡等の汚れは、定期的に清掃

し、汚れ防止措置を行う等の維持管理を行うこと。 

 ボルダリングのホールドについては、定期的に高圧洗浄を行う等、適切に管理する

こと。 

 屋内ボルダリング棟空調設備等については、チョーク詰まり等が起きないよう、フ

ィルター清掃等適宜実施すること。 

 スケートボード施設のクラック補修等は、競技団体や専門家の意見を聞き、適宜実

施すること。 

 スケートボード施設のレール等金属設置物についても、競技団体や専門家の意見を
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聞き、錆取り等適切に維持管理を行うこと。 

 スケートボード施設及び 3x3 バスケットボール設備について、雨天後すぐに施設利

用が可能となるよう、雨水排水ポンプによる排水後、水切りワイパー等により拭き

取り作業を行うとともに、スリップ等によるけががないよう適切に維持管理を行う

こと。 

 スケートボード施設の排水溝は日々清掃を行い、利用に支障が生じないようにする

こと。 

 3x3 バスケットボール設備については、バックストップの留め具の外れやコートを

構成するブロックの外れ等がないことを常に確認し、事故のないよう維持管理する

こと。また、バックストップについては、夜間閉館時はカバーをかけるなどし、使

用されないようにするとともに、雨等による劣化を防ぐこと。 

 

エ 外構等保守管理業務 

対象施設の位置、機能、特性を十分に把握した上で、全ての機能を保持し、来園者の

快適かつ安全な利用を図るよう必要に応じて保守点検を実施し、適正な維持管理を行う

こと。 

保守管理の対象は以下の範囲において実施すること。 

 

主な保守管理の対象 

フェンス、照明器具、舗装、緑地、駐車場、駐輪場、その他都の工作物等 

 

 本施設内の植込地及び植木について、快適な環境を維持するため、除草、清掃、潅

水、根切り、台風対策、芝生目土、刈込、剪定、施肥、散水、害虫駆除等の作業を

適切に実施すること。 

 雨水桝及び汚水桝に詰まりが生じないように、適宜清掃を行うこと。 

 本施設境界付近での作業方法等については、地権者、管理者等と事前に協議・調整

の上、適切に行うこと。 

 

オ 清掃業務 

 本施設について、良好な環境衛生、美観の維持、快適な空間を保つこと。 

 清掃業務は利用の妨げにならないように実施すること。 

 

(ｱ) 建物内清掃 

 目に見える埃、土、砂、汚れ等がない状態を維持し、日常清掃及び定期清掃を組

み合わせ衛生的な状態を保つこと。 

a 日常清掃 

 施設全般について日常的に清掃を行い、施設、備品が常に清潔な状態に保たれる

ようにすること。 

b 定期清掃 

 日常清掃では実施しにくい清掃等を確実に行うため、月 1回程度の定期清掃を実
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施すること。 

 

(ｲ) 外構等清掃 

 本施設内のごみ、落ち葉等が近隣に飛散して迷惑を及ぼさないよう留意すること。 

 本施設内の排水溝等についても清掃等を適切に行い、施設利用に支障をきたすこ

とがないようにすること。 

 

(ｳ) その他 

 日常清掃及び定期清掃のほかにも、必要に応じて清掃を実施し、良好な環境衛生、

美観の維持、快適な空間の確保に努めること。 

 建築物における衛生的環境の確保のため、定期的に害虫駆除を実施すること。 

 

カ 環境衛生管理業務 

 本施設の環境を常に最良の状態に保つため、関連法令等に基づき監視、測定、報告

等施設の環境衛生管理を行うこと。 

 建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和 45年法律第 20号）に基づき、

必要に応じて、建築物環境衛生管理技術者を設置すること。 

 本施設内の催事等の実施に伴って発生するごみについては、事業者と利用者の管理

区分に応じて各々の責任で適正に処理を行うこと。 

 

キ 備品保守管理業務 

 本施設の機能を維持するとともに、利用者が快適に施設を利用できる良質な環境を

提供するため、本施設に設置される備品（都が調達する備品を含む。）の保守管理を

行うこと。 

 業務に当たっては、確実性、安全性及び経済性に配慮するとともに、正常に機能し

ないことが明らかになった場合は保守、更新等適切な方法により対応すること。 

 都が整備又は更新する備品について、事業者の責による破損、不足があった場合は、

事業者の責任において保守、補充すること。 

 備品の管理に当たっては、備品台帳を作成し、確実に管理すること。備品台帳に記

載する事項は、品名、規格、金額（単価）、数量を必ず含むものとする。 

 都が整備する備品・財産については、常に都の財産台帳と照合できるよう、都の財

産管理の規則等に則った管理を行うこと。 

 

ク 警備業務 

 対象範囲は本施設内とする。 

 安全確認と秩序、規律を維持し、防犯、防火、防災に対する業務を行う。 

 本施設の防犯、防火及び防災に万全を期し、利用者が安心して利用できる環境の確

保のために警備を行うこと。 

 防火管理者を設置し、消防計画の作成等、防火管理に必要な業務を適切に行うこと。 

 業務に当たっては、利用目的、利用内容等を充分に把握して適切な体制や役割分担



34 

等を検討し、犯罪及び災害等の未然防止に努めること。 

 警備業法（昭和 47年法律第 117号）、労働基準法（昭和 22年法律第 49号）等関係

法令及び監督官庁の指示等を遵守すること。 

 警備業務の記録として警備日誌を作成し、業務報告書（日報）に添付すること。 

 効率的、効果的な警備体制をとること。 

 

ケ 修繕業務 

 計画修繕は、運営期間（10年間）において、建築物・設備等の損耗、劣化を計画的

に修繕することである。 

 運営期間開始から終了までの間、事業者は、本施設が正常に機能するために必要な

修繕を実施すること。 

 運営期間中、不可抗力等に伴い都による緊急工事が必要になった場合、事業者は円

滑な工事の実施に協力するものとする。なお、都が行う緊急工事によって休業日が

発生した場合の営業補償については、別途協議を行うものとする。 

 スケートボード施設のデザイン権は、国際オリンピック委員会（以下「IOC」という。）

が保有しており、修繕等において、協議・調整が必要になった場合は、誠実に協力

すること。 

 屋内ボルダリング棟ボルダリングウォールのうち、東京 2020 大会のボルダリング

ウォールデザインを複製した部分は、競技登攀部分（幅約 15m×高さ約５m）のデザ

イン権をアントルプリーズ社が、その他部分のデザイン権を IOC が保有しており、

修繕等において、協議・調整が必要になった場合は、誠実に協力すること。 

 

 基盤施設の維持管理及び小規模な修繕 

本施設の機能と環境を維持し、利用者が安全かつ快適に利用できるよう、前項のアー

バンスポーツ施設及び管理施設の維持管理業務（特に、外構等保守管理業務、清掃業務、

備品保守管理業務、警備業務、修繕業務）に準拠し、基盤施設の維持管理及び小規模な

修繕を行うこと。 

基盤施設は、事業者が整備した上で都に譲渡する施設であることを踏まえ、整備の瑕疵
か し

に伴う修繕を含めて、事業者が負担するものとする。 

 

 多目的施設の維持管理及び修繕 

本施設の機能と環境を維持し、利用者が安全かつ快適に利用できるよう、アーバンス

ポーツ施設及び管理施設の維持管理業務に準拠し、多目的施設の維持管理及び修繕を行

うこと。 

多目的施設は事業者が整備し、所有する施設であることを踏まえ、整備の瑕疵に伴う

修繕に加えて、不可抗力に伴い発生する修繕を含めて、事業者が負担するものとする。 
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第８ 運営業務に関する要求水準 

１ 総則 

 業務の目的 

本施設の設置目的を、効果的、効率的に実現するため、特に以下の観点を重視して運

営に当たる。 

 アーバンスポーツ施設を有効活用し、一般利用、大会利用、初心者教室等によりアー

バンスポーツを体験し楽しめる場とするとともに、競技の裾野を拡大する。 

 各種イベントなどを誘致・実施するとともに、最先端技術等も駆使し、「する」スポー

ツとしての場であるとともに、「見る」スポーツとしての場も提供する。 

 大会レガシーゾーンと多目的ゾーンが一体となり、スケートボード、スポーツクライ

ミング、3x3 バスケットボール以外のアーバンスポーツ（BMX、パルクール、ブレイキ

ン等）に関するイベント等も積極的に誘致・実施し、アーバンスポーツ全体の振興、

裾野拡大に貢献すること。 

 有明レガシーエリア内のにぎわい創出に貢献する施設として、地域住民の理解を得な

がら、付属資料６に示す地域の年代別人口構成等を参考にし、周辺施設との連携によ

るイベント実施など、積極的な興行を行うこと。 

 

 業務の区分 

運営業務の区分は、次のとおりとする。 

① スポーツ大会、各種イベント等の誘致 

② 予約受付、調整等、利用料金の収受 

③ 広報・誘致等 

④ スポーツ教室事業等の運営 

⑤ アーバンスポーツ施設、多目的施設の運営 

⑥ 安全対策業務 

⑦ マナー対策業務 

⑧ 駐車場・駐輪場管理 

⑨ 行政・周辺施設との連携 

⑩ 事業期間終了時の引継ぎ等 

⑪ 近隣対応業務 

⑫ 事業者による追加投資 

⑬ 一時滞在施設運営業務 

 

 業務の範囲 

運営業務の対象範囲は、各種業務区分の要求水準に特に記載のない限り、本施設とす

る。 

 

 業務の期間 

本業務は、運営期間を対象とする。 
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２ 業務の要求水準 

 スポーツ大会、各種イベント等の誘致 

 本施設の利用が見込まれる団体等への誘致活動を行い、利用促進に努めること。 

 事業者は、運営期間中、競技団体主催のスポーツ大会を各種競技（スケートボード、

スポーツクライミング（ボルダリング）競技、3x3 バスケットボール）について、そ

れぞれ年１大会以上行うこと。大会については、全国大会や国際大会について積極的

に誘致すること。 

 上記３競技以外のアーバンスポーツ競技（BMX、パルクール、ブレイキン等）の大会、

イベント等誘致を行い、アーバンスポーツ全体の振興、裾野拡大に資する取組を実施

すること。 

 大会レガシーゾーンと多目的ゾーンが一体となり、その他各種イベントについても、

積極的に誘致・開催し、地域のにぎわい創出に貢献すること。 

 大会レガシーゾーンの年間利用者数は、８万人を目標に利用促進に努めること。 

 有明北地区住民の世代別構成等を考慮に入れ、利用者ニーズに応じ、幅広く使われる

施設となるよう、大会、イベント等誘致を行うこと。 

 本施設の利用に関する各種問合せ等に対して、誠意をもって相談対応を行うこと。 

 大規模な大会の誘致に当たっては、大会レガシーゾーンのみならず広場、多目的ゾー

ンを一体的に活用し、円滑に開催運営をすること。 

 必要に応じ、最先端技術等も駆使し、「する」「見る」スポーツの場としての機能を最

大限発揮させること。 

 

 予約受付・調整等、利用料金の収受 

ア 施設の提供 

 令和７ (2025) 年３月１日までに本施設の供用を開始すること。 

なお、隣接する海上公園等の工事施行期間中に供用開始する場合は、海上公園等の

工事関係者と安全対策等の調整を十分に行うこと。 

 利用予定の施設を利用者に貸し出せるよう事前に準備すること。 

 利用者に対して、施設の利用方法や注意事項を説明すること。施設利用後には、施

設の故障や破損がないか確認を行うこと。施設の利用方法や注意事項については、

利用者のけがや近隣との騒音トラブルにつながらないよう十分配慮し行うこと。 

なお、一般利用時等も含め注意可能なように、スケートボードのマナー啓発等に造

詣の深い人員を配置すること。 

 

イ 予約受付・調整等 

 都が設置する施設であることを踏まえ、都の各種施策との連携や透明性の確保に十

分配慮して、適切な利用予約受付体制を構築し、誠意を持って利用予約受付・調整

を行うこと。 

 必要に応じ、施設専用アプリ等により利用者の利用促進につながる予約受付を行う

こと。 
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ウ 利用料金の収受 

 利用料金を利用者から収受し、適切に管理すること。 

 利用料金を収受した際は、利用料金を支払った施設利用者と他の公園利用者とを区

別できるよう工夫するなど、適切に対応すること。 

 利用料金の支払いにおいてはクレジットカードや電子マネー等現金以外での決済

にも対応すること。 

 

エ 都の広報との連携 

 都が作成する都民向け広報等の編集・作成等に対する情報提供や、発行物の本施設

における配布について協力すること。 

 

オ 備品の貸出業務 

 事業者は、利用者の活動等の便宜を図るために、各施設利用において必要と思われ

る備品、用具等を備え、利用者の希望に応じて貸し出すこと。 

 貸出物品の選定に当たっては、施設の整備水準、利用者の傾向及び要望、類似施設

の状況等を勘案して行うこと。ただし、別途募集要項等の公表時に示す物品は必ず

含むこととする。 

 

カ 利用者支援 

 事業者は、利用者が円滑な活動及び快適な滞在ができるよう、その支援を行うこと。 

 事業者は、以下の業務を含め、利用者、来館者等に対して必要な対応を行うこと。 

（ｱ）電話等での各種問合せへの対応 

（ｲ）来館者、見学者等への応接（施設の案内等） 

（ｳ）施設利用者等に対する駐車券の処理 

（ｴ）必要に応じ、他のアーバンスポーツ施設やスポーツ施設等とも連携し、双方の

施設を紹介する等、アーバンスポーツ施設全体の利用者が増える取組を積極的に

実施すること 

 

キ その他 

 類似施設をはじめ、周辺施設の管理者・運営者との情報交換、連携を行い、利用者

及び来館者の利便性向上を図ること。 

 ボルダリングについては、定期的にホールドを付け替える等のルート変更やレベル

設定等を実施し、利用者の飽きが来ないよう、創意工夫すること。 

 その他の施設についても、利用者の飽きが来ないよう、創意工夫すること。 

 最先端技術も活用し、利用促進を図り、新たな価値を創出できるよう取り組むこと。 

 

 広報・誘致等 

ア 広報 

(ｱ) 本施設の PR 及び情報提供のために、以下の例を参考に、必要な媒体の作成、配

布、管理等を行うこと。 
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 ウェブサイトの開設、更新 

 施設案内リーフレットの作成・配布 

 新聞、雑誌、テレビ、ラジオ、SNS等の媒体を活用した PR 

(ｲ) 事業者は、各業務の実施に必要な場合に限り、本施設の外観や内観の写真データ

等を第三者に使用させることができるものとする。写真データに著作権が存在する

場合には、権利者と協議の上、適切に対応すること。 

なお、本施設の図面を使用する場合は、事前に都の承認を得ること。 

 

イ 誘致 

 本施設の利用が見込まれる団体等への誘致活動を行い、利用促進に努めること。 

 本施設の利用に関する各種問合せ等に対して、誠意をもって相談対応を行うこと。 

 

 スポーツ教室事業等の運営 

 事業内容はアーバンスポーツを始めるきっかけづくりや継続した施設利用につなが

るものとすること。具体的な内容については、子供、指導者等対象を明確にし、事業

効果の高いものとすること。また、参加定員枠の増や実施内容、実施時間、実施方法

等の工夫を最大限行い、利用機会の拡大など、質・量ともにレベルアップを図ること。 

 教室を実施する際は、けが対策やマナー向上の説明を必ず行うこと。 

 

 アーバンスポーツ施設、多目的施設の運営 

 来館者の利便性の向上を図るとともに、本施設の魅力を高め、にぎわいを創出するた

め、アーバンスポーツ施設、多目的施設の運営を行うこと。 

なお、飲食施設等の運営に関しては、食品関係営業許可の取得等の必要な手続を実

施、適切な衛生環境を確保すること。 

 

各契約形態の考え方 

多目的施設 契約形態の考え方 

店舗等 本施設の一部について、テナント等第三者への転貸を可能とす

ることを予定している。 

自動販売機等 要求水準書に定める本事業の目的の範囲において、当該スペー

スを第三者に利用させることができる。 

利用料金は「円／月・㎡」「円／年・㎡」等の単位で事業者が設

定すること。 

広告 要求水準書に定める本事業の目的の範囲において、当該スペー

スを第三者に利用させることができる。 

利用料金は「円／月・㎡」「円／年・㎡」等の単位で事業者が設

定すること。 

屋外広告物については、有明北地区まちづくりガイドライン等

に基づき、原則として自家用広告物に限る。 
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大会レガシーゾーン屋内ボルダリング棟内には、東京 2020 大

会アーカイブ資産を展示する予定であり、大会ブランド保護基

準に基づき、アンブッシュマーケティングに抵触するおそれが

あるため、広告を掲示することはできない。 

 

 安全対策業務 

 本施設利用者、隣接する公園利用者及び近隣住民等の安全・安心に配慮し、安全対策

を行うこと。 

 安全対策業務の不徹底による営業の停止等による収益の減少分の補填については、東

京都はこれを実施しない。 

 スケートボードの利用に関して、以下の案内・掲示・注意喚起等を行うこと。 

 所定の場所以外での滑走をしないこと。 

 保護者等がスケートボード滑走エリアに入る場合は交錯等のけがをしないよ

うに案内すること。 

 利用者にヘルメット着用を義務付けるとともに MTBI（軽度外傷性脳損傷）等

のリスク等について周知、啓発すること。ただし、大会利用の際は、競技団

体のレギュレーションによる。 

 利用者にプロテクター・グローブ等の着用を推奨すること。 

 利用者が、自己のレベルに合わない危険なプレーをしないようにすること。 

 スケートボード施設において、インラインスケートや BMX等の利用を行う場合は、時

間を区切る等工夫して安全に利用できるようにすること。 

 けが人等が発生した場合は、応急手当等を速やかに行い、必要に応じ救急車の手配を

行うこと。 

 本施設内で心肺停止者が発生する事態に備え、各施設に必要な台数の AED を設置し、

本施設利用者に分かるように周知を図ること。運営業務に携わる職員等は、常時適正

に使用できるよう使用方法を修得しておくこと。 

 

 マナー対策業務 

 本施設利用者、隣接する公園利用者及び近隣住民等が快適に過ごせるように、利用者

のマナー対策を行うこと。 

 事業者は、近隣住民等と良好な関係を築くために、必要に応じて適宜協議会・説明会

を実施すること。 

 スポーツ施設等の利用者登録等に際し、マナー啓発等の事前説明を行うこと。 

 本施設利用者に対して、以下の行為を行わないように案内・掲示・注意喚起等を行う

こと。 

 所定の場所以外での飲酒 

 花火、その他騒音を出す行為 

 アーバンスポーツパーク内でのごみの投棄、車両等の放置 

 公園内を物品その他の物で占有すること 

 犬の放し飼い 
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 落書き、ステッカーを貼る行為 

 本施設内外問わず器物を破損する行為 

 他の利用者が危険・迷惑と感じる行為 

 スポーツ施設の敷地外、公道等で滑走が認めらていない場所におけるスケー

トボードの利用やその他近隣住民が危険・迷惑と感じる行為 

 適宜最寄りの公共交通機関までの道程において、大声を出したり、スケート

ボードで滑走したりしないよう見回りや人員配置等を行うこと。 

 

 駐車場・駐輪場管理 

 本施設内の駐車場・駐輪場等の運営を行うとともに、必要に応じてそれらの管理に必

要な設備等を設置し、その運転・監視、点検、保守、更新、補修を行うこと。 

 利用者及び来館者が円滑に利用できるよう、誘導・案内を行うこと。 

 事業者は、利用者及び来館者から利用料金を徴収することができる。 

 構内通路が本施設のサービス動線として適切に機能するよう、誘導・案内を行い、構

内通路上の車両等の駐停車について適切に管理を行うこと。 

 周辺地域において、路上駐車等が発生しないよう注意すること。 

 

 行政・周辺施設との連携 

 都と事業者は、事業期間において施設を管理運営するパートナーとして、日常から、

迅速な情報伝達と連絡調整に努めること。 

 有明親水海浜公園の指定管理者をはじめ、周辺の様々な施設とも連携し、地域にスポ

ーツやイベント等を呼び込む核となる施設として、有明レガシーエリアや周辺施設の

にぎわい創出に貢献すること。 

 

 事業期間終了時の引継ぎ等 

 本施設のうち、都の承諾の上、施設を残置することになった部分については、事業期

間終了時に、都に施設を引き継ぐとともに、施設操作方法等、都への引継ぎを行うこ

と。 

 

 近隣対応業務 

 事業実施に当たり、近隣に対して事業内容の説明を行うこと。 

 近隣からの苦情や要望等については、必要に応じて都に報告するとともに、誠意をも

って適切な対応を行うこと。 

 大会等のイベントの実施に際して、騒音対策や、自動車・歩行者の誘導等を行い、近

隣住民等の生活や活動の支障にならないように配慮すること。その際、イベントの計

画内容等主催者と協力し、必要に応じ周辺住民に説明する等対応すること。 

 

 事業者による追加投資 

 事業者は自らの責任及び費用負担により、本施設のサービス向上、収益性の改善、確

保に資する追加投資を行うことができる。 
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 追加投資は、運営業務開始後の施設利用状況を踏まえて、設計業務及び改修・建設工

事業務の時点では明らかではなかった施設利用者のニーズ等に応えることを目的とし

て行う、施設・設備・備品等の改修・更新及び追加等である。 

 事業者は、原則として、提案時に提案した追加投資の考え方（どのような利用状況の

場合に追加投資を行うか）に基づき追加投資を実行するものとし、当該実行に当たっ

ては都の承認を得ることとする。 

 追加投資は、「第３ 設計業務に関する要求水準」及び「第４ 改修・建設工事業務の要

求水準」に準じて行うものとする。 

 アーバンスポーツ施設及び管理施設の撤去を伴う追加投資は、原則として認められな

い。ただし、当該施設の劣化状況や使用状況を勘案し、都が当該施設の撤去が妥当と

承諾した場合においてのみ可能とする。 

 追加投資を行う場合には、追加投資の内容、費用等を説明する書類（図面やその他資

料を含む。）を事前に都に提出し、都の承認を得ることとする。 

 追加投資の完了から 30 日以内に追加投資の結果を説明する報告書（図面やその他資

料を含む。）を都に提出し、追加投資の内容が要求水準を満たしていることの確認を得

ること。 

 追加投資を実施し付加した設備等については、事業者の保有資産とする。アーバンス

ポーツ施設及び管理施設を改修する場合、改修部分は事業者の保有資産とし、事業終

了時に撤去等の原状回復を行うこと。 

 引継ぎの詳細については、都との協議により定めるものとする。 

 追加投資を行った場合は、投資内容を記録に残し、以後の維持管理業務を適切に実施

すること。また、投資内容は施設台帳及び完成図面等に反映させ、常に最新の状態が

分かるようにすること。 

 

 一時滞在施設運営業務 

 本施設は、東京都帰宅困難者対策条例（平成 24年東京都条例第 17号）第 12条第１項

及び東京都地域防災計画に基づく一時滞在施設に指定される予定である。一時滞在施

設の開設に伴う業務等について、「都立施設を活用した一時滞在施設の運営マニュアル」

に従って、平常時から準備し、災害発生時には都に協力すること。 

 一時滞在施設の開設に伴う費用は、備蓄品の調達等、事前に都が負担するものを除き、

事業者により負担すること。  
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第９ 原状回復に関する要求水準 

１ 基本的な考え方 

事業者は、アーバンスポーツ施設に加えた改修部分、事業者が整備した多目的施設、運

営期間中事業者が追加投資した部分について、原則全て事業者の責任により撤去・原状回

復し、その費用を負担するが、協議の上で残置を認める場合がある。また、都又は都が指

定する第三者は、事業実施のために事業者の所有する資産のうち、必要と認めたものを買

い取ることができる。 

施設の撤去、残置については、都と協議の上、事業者の責任において周辺住民に説明等

行うこと。 

 

２ 事業期間終了時の引継ぎ等 

本施設のうち、都の承諾の上、施設を残置することになった部分については、事業期間

終了時に、都に施設を速やかに引き継ぎ、譲渡契約手続など誠実に対応すること。残置す

る施設部分の設備操作方法等、都への引継ぎを適切に行うこと。 
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第１０ 実施体制に関する要求水準 

１ 基本的な考え方 

本事業は開業準備期間、設計期間、改修・建設工事期間、運営期間及び原状回復期間に

より構成され、事業者が実施する業務は多岐にわたるため、質の高いサービスを効率的、

効果的かつ安定的に提供し続けるためには、各業務を確実かつ円滑に実施すると同時に、

各業務を包括的に管理することが不可欠である。これを実現するため、事業者は、事業全

体を統括する統括管理責任者の下に、業務毎に業務責任者及び業務担当者を配置し、万全

な実施体制を構築すること。 

 

２ 統括管理責任者及び業務責任者の配置 

 統括管理責任者の配置 

開業準備業務、設計業務、改修・建設工事業務、工事監理業務、維持管理業務、運営

業務及び原状回復業務の全体を総合的に把握し調整を行うため、本事業の目的・趣旨・

内容を十分踏まえた上で、事業期間中、次の要件を全て満たす統括管理責任者を 1 名以

上配置すること。 

 本事業に係る個別業務を一元的に統括管理し、本事業を取りまとめることができる者 

 必要に応じて、都が主催する会議や委員会に出席し、事業の状況等を説明できる者 

 現場で生じる各種課題や都からの求めに対し、的確な意思決定が可能となるよう努め

ることができる者 

 代表企業から直接雇用されている者 

 

なお、各々が担うべき役割を確実に遂行できる場合に限り、統括管理責任者は個別業

務の業務責任者を兼務することができる。 

統括管理責任者の下に、近隣対応責任者を配置するものとし、近隣住民からの相談等

に対し、一元的かつ速やかに対応すること。当該責任者は、統括管理責任者が兼ねるこ

とができる。近隣対応責任者は、代表企業又は運営企業から直接雇用されている者とす

ること。 

統括管理責任者の頻繁な変更は避け、事業期間における統括管理業務の質の維持、向

上の確保に努めること。統括管理責任者を変更する場合には、当該業務の質の維持、向

上を確保するべく十分な引継ぎ等を行うこと。 

 

 業務責任者の配置 

設計業務、改修・建設工事業務、開業準備業務、維持管理業務、運営業務、原状回復

業務それぞれについて、本事業の目的・趣旨・内容を十分踏まえた上で、それぞれの業

務の期間を通じ、次の要件を全て満たす業務責任者を各 1名以上配置すること。 

 担当業務を一元的に管理し、取りまとめることができる者 

 必要に応じて、都が主催する会議や委員会に出席できる者 

 現場で生じる各種課題や都からの求めに対し、的確な対応ができる者 

 各業務を担当する構成企業又は協力企業から直接雇用されている者 
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 都への報告 

統括管理責任者及び各業務責任者の配置については、次のとおり都へ報告すること。 

なお、やむを得ず事業期間中に統括管理責任者を変更する場合は、速やかに変更内容

を都に説明し、都の承諾を得た上で、遅くとも新たな統括管理責任者の勤務開始日まで

に、統括管理責任者届を提出すること。業務責任者を変更する場合も、速やかに変更内

容を都に説明し、都の承諾を得た上で、遅くとも新たな業務責任者の勤務開始日までに、

都に業務責任者届を提出すること。 

ア 統括管理責任者 

 各期間毎に報告することとし、各業務の業務責任者届と同時に、都に統括管理責任

者届を提出すること。 

 統括責任者の下に配置する近隣対応責任者についても都に届を提出すること。 

 

イ 設計業務責任者 

 事業契約締結後、速やかに都に業務責任者届を提出すること。 

 

ウ 改修・建設工事業務責任者 

 改修・建設工事業務の開始日の２か月前までに、都に業務責任者届を提出すること。 

 

エ 開業準備業務責任者 

 開業準備業務の開始日までに、都に業務責任者届を提出すること。 

 

オ 維持管理業務責任者 

 維持管理業務の開始日の２か月前までに、都に業務責任者届を提出すること。 

 

カ 運営業務責任者 

 運営業務の開始日の２か月前までに、都に業務責任者届を提出すること。 

 

キ 原状回復業務責任者 

 原状回復業務の開始日の２か月前までに、都に業務責任者届を提出すること。 

 

 統括管理責任者及び業務責任者の支援体制 

統括管理責任者又は業務責任者が休暇等で一時的に不在にする間も、各業務が円滑に

実施されるよう、必要な支援体制を構築すること。 

 

３ 業務担当者の配置 

設計業務、改修・建設工事業務、開業準備業務、維持管理業務、運営業務及び原状回復

業務それぞれについて、各期間中、各業務の内容に応じて必要な知識及び技能を有する者

を、業務担当者として配置すること。 

また、各業務を遂行するに当たり、法令等により特定の資格を有する者の配置が定めら

れている場合は、当該資格を有する者を業務担当者として配置すること。 
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業務担当者の配置は事業者の提案によるが、各業務を確実かつ円滑に実施するために必

要な体制をとること。 

 

４ 緊急時の体制 

災害、事故、犯罪等により本施設において緊急事態が発生した場合又は発生するおそれ

のある場合に、直ちに必要な措置を講じることができるよう、事業者内及び都を含む関係

者間の緊急連絡体制を構築すること。 

本施設は、東京都帰宅困難者対策条例第 12 条第１項及び東京都地域防災計画に基づく

一時滞在施設に指定される予定である。一時滞在施設の開設に伴う業務等について、「都立

施設を活用した一時滞在施設の運営マニュアル」に従って、平常時から準備し、災害発生

時には都に協力すること。 

一時滞在施設の開設に伴う費用は、備蓄品の調達等、事前に都が負担するものを除き、

事業者により負担すること。  
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第１１ 業務計画書及び業務報告書に関する要求水準 

１ 基本的な考え方 

本事業において、長期間にわたり質の高いサービスを効率的、効果的かつ安定的に提供

し続けていくため、各業務に十分な準備をもって臨み、日々の業務から得られる経験をも

とに、常に業務改善を図ることが必要である。事業者は自らが実施する業務の計画及び実

施内容を、業務計画書及び業務報告書として作成・記録し、適切な業務管理に努めること。 

 

２ 業務計画書 

 業務計画書の作成 

設計業務、改修・建設工事業務、開業準備業務、維持管理業務、運営業務及び原状回

復業務それぞれについて、業務計画書を作成し、都の承認を受けること。 

 

 業務計画書の内容 

各業務の業務計画書には、次の事項を記載すること。 

 

ア 全業務共通 

 管理体制（業務責任者及び業務担当者情報を含む。）、業務分担、緊急連絡体制等の

実施体制に係る事項 

 法令等で必要とされる業務の計画（該当する場合のみ記載） 

 各業務のセルフモニタリングにおける確認事項 

 

イ 設計業務 

 アーバンスポーツ施設の改修設計（任意）計画 

 基盤施設の設計計画 

 多目的施設の設計計画 

 

ウ 改修・建設工事業務 

 アーバンスポーツ施設の改修工事（任意）計画 

 基盤施設の建設工事計画 

 多目的施設の建設工事計画 

 

エ 開業準備業務 

 広報・誘致・予約管理業務計画 

 利用規則の策定業務計画 

 備品調達業務計画 

 職員研修業務計画 

 関係者との調整業務計画 

 近隣対応業務計画 

 その他の業務計画 
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オ 維持管理業務 

 アーバンスポーツ施設及び管理施設の維持管理及び小規模な修繕計画 

 基盤施設の維持管理及び小規模な修繕計画 

 多目的施設の維持管理及び修繕計画 

 

カ 運営業務 

 スポーツ大会、各種イベント等の誘致計画 

 予約受付、調整等、利用料金の収受計画 

 広報・誘致計画 

 スポーツ教室事業等の運営計画 

 アーバンスポーツ施設、多目的施設の運営計画 

 安全対策業務計画 

 マナー対策業務計画 

 駐車場・駐輪場管理計画 

 行政・周辺施設との連携計画 

 事業期間終了時の引継計画 

 近隣対応業務計画 

 追加投資計画 

 一時滞在施設運営業務計画 

 その他の業務計画 

 

キ 原状回復業務 

 多目的施設等の撤去計画 

 近隣対応業務計画 

 

 都への提出 

統括管理責任者は、全ての業務計画書を取りまとめ、下表に示す各期日までに、都へ

提出し、都からの承認を得ること。 

なお、承認済みの業務計画書の内容を変更する場合は、事前に変更する内容及び事由

を都に説明の上、変更後の業務計画書を都に提出し、再度都からの承認を得ること。 

 

計画書 提出期日 

設計業務計画書 事業契約締結後速やかに 

改修・建設工事業務計画書 都と合意した期日まで 

工事監理業務計画書 都と合意した期日まで 

開業準備業務計画書 業務の開始日まで 

維持管理業務計画書 都と合意した期日まで 

運営業務計画書 都と合意した期日まで 

原状回復業務計画書 都と合意した期日まで 
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３ 業務報告書 

 業務報告書の作成 

設計業務、改修・建設工事業務、開業準備業務、維持管理業務、運営業務及び原状回

復業務それぞれについて、下表に示す業務報告書を作成すること。 

 

業務 作成する業務報告書 

設計業務 業務報告書 

改修・建設工事業務 業務報告書、月次報告書、日報 

工事監理業務 業務報告書、月次報告書 

開業準備業務 年度業務報告書、月次業務報告書 

維持管理業務 年度業務報告書、月次業務報告書、日報 

運営業務 年度業務報告書、月次業務報告書、日報 

原状回復業務 業務報告書 

 

 業務報告書の内容 

各業務の業務報告書には、基本的に次の事項を取りまとめて記載すること。ただし、

報告事項の詳細については都との協議により決定することとする。 

 

ア 全業務共通 

(ｱ) 年度業務報告書 

 管理体制（業務責任者及び業務担当者情報を含む。）、業務分担、緊急連絡体制等

の実施体制に係る事項 

 セルフモニタリングの結果 

 個別業務における発注（※）状況が分かる情報（発注先の企業名、所在地、本社・

支店等の別、発注した工種・業務、金額等） 

 ※ 記載の範囲については、直接発注する業務（１次業務）を対象とする。 

 なお、法令等に基づき作成又は関係省庁等へ提出した書類、報告書、記録等があ

る場合は添付すること。（副本又は写しも可とする。） 

 

イ 設計業務 

(ｱ) 業務報告書 

 設計図、その他必要な事項 

 建築確認申請等、各種許認可に係る取得書類 

 

ウ 改修・建設工事業務 

(ｱ) 業務報告書 

 施工図、竣工図、その他必要な事項 

 完了検査済証、その他検査結果に関する書面の写し 
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 工事工程表、打合せ記録、主な工事内容、工事進捗状況、その他必要な事項 

 

(ｲ) 月次業務報告書 

 当月の工程表、打合せ記録、主な工事内容、工事進捗状況、次月の工程表 

 

(ｳ) 日報 

 日ごとの工事内容 

 

エ 開業準備業務 

(ｱ) 年度業務報告書 

 勤務状況、活動状況（広報・誘致・予約管理状況等を含む。）、その他必要な事項 

(ｲ) 月次報告書 

 勤務状況、活動状況（広報・誘致・予約管理状況等を含む。）、その他必要な事項 

 

オ 維持管理業務 

(ｱ) 年度業務報告書 

 勤務状況、点検・保守状況、清掃、警備、更新・修繕記録、備品管理状況、その

他必要な事項 

(ｲ) 月次業務報告書 

 勤務状況、点検・保守状況、清掃、警備、更新・修繕記録、備品管理状況、その

他必要な事項 

(ｳ) 日報 

 日ごとに実施した業務内容 

 

カ 運営業務 

(ｱ) 年度業務報告書 

 勤務状況、その他必要な事項 

(ｲ) 月次業務報告書 

 勤務状況、その他必要な事項 

(ｳ) 日報 

 日ごとに実施した業務内容 

 

キ 原状回復業務 

(ｱ) 年度業務報告書 

 設計図、施工図、竣工図、その他必要な事項 

 

 都への提出 

統括管理責任者は各業務報告書を取りまとめ、下表に示す期日までに都へ提出するこ

と。 

報告書 提出期日 
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業務報告書 業務終了後速やかに 

年度業務報告書 各年度終了後６月末日まで 

月次業務報告書 翌月 15日まで 

日報 都の要請があった場合 

 

 業務報告書の保管 

全ての業務報告書は、本事業が終了するまで適切に保管すること。具体的な保管方法

については、都との協議により決定することとする。 

 

 業務報告書の公表 

都が年度業務報告書の内容を公表する際は、企業ノウハウの保護の観点から配慮を行

うものとする。 
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第１２ その他 

１ ネーミングライツ 

 命名権 

本施設については、事業者がスポンサー企業を募るなどしてネーミングライツを導入

し、施設の通称名を提案することができる。 

ネーミングライツとは、命名権及びそれに付帯する各種権利をいう。 

通称名とは、一般的な呼称として用いられる名称であり、東京都の条例、計画等で定

められている正式な施設名を変更するものではない。ネーミングライツ導入後は、東京

都のホームページや広報印刷物等において、通称名を積極的に利用していくこととする

が、東京都議会議案や公文書等、必要な場合は、通称名ではなく正式な施設名称を使用

する。 

使用できる通称名は、品位、公共性、公益性を妨げず、都民に親しまれるものとする。 

なお、次の各号のいずれかに該当するなど、公共施設としてふさわしくないと判断さ

れるものは除く。 

 

(ｱ) 政治的又は宗教的な宣伝が目的とみなされるもの 

(ｲ) 社会問題その他についての主義主張や係争中の声明に関するもの 

(ｳ) 法令等に違反するもの 

(ｴ) 社会的、市民生活的な観点から適切でないもの 

a 暴力団その他反社会的団体及び特殊結社団体などその構成員がその活動のため

に利用するなど、公序良俗に反するもの 

b 差別等人権侵害のおそれのあるもの 

c 風俗営業等で適切でないもの 

d 名誉毀損、プライバシーの侵害のおそれがあるもの 

e 青少年保護の観点から有害なもの及び適切ではないもの 

f 現在社会問題を起こしている企業・団体に関係するもので、公共施設の名称等と

することが不適切と認められるもの等 

(ｵ) 消費者保護の観点から適切でないもの 

a マルチ商法、催眠商法等の悪質商法とみなされるものや、わざと不当な表示等を

行っているとみなされるもの 

b 金融機関を除く金融業に関するもの等 

(ｶ) 虚偽であるもの又は誤解を招くおそれがあるもの 

(ｷ) 個人の氏名（これに類するものを含む） 

(ｸ) 都の施設の通称名として使用することが適当でないと認められるもの 

 

なお、上記以外にも、都は、施設の特性により一定の条件を付与することができるこ

ととする。また、利用者の混乱を避けるため、契約期間内は、社名の変更などやむを得

ない事情がある場合を除き、通称名の変更はできないものとする。 

ネーミングライツ取得者決定後、事業者は名称等について都と詳細協議を行うこと。 
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 命名権に付帯する権利 

ネーミングライツ取得者には、命名権に加え、施設の設置目的や東京都屋外広告物条

例（昭和 24年東京都条例第 100号）等関連法令の範囲内で各種付帯権利を付与すること

ができる。付与する権利の例は以下のとおりであるが、具体的には事業者が応募企業と

調整し、都の承諾を得た上で、施設の特性に応じ設定する。 

なお、命名権に付帯する権利は、施設の所有権等の変動を伴うものではない。 

また、各権利については、都の財産、事業等の本来の目的に支障を生じさせない方法

で設定するとともに、対象となる都の施設、イベント等の公共性を考慮して、都の社会

的な信頼性及び事業推進における公平性を損なわないように留意する。 

 

ア 通称名の掲示請求権 

次の設備等において、都に対し通称名の掲示を請求できる権利 

(ｱ) 施設の名称看板及び案内図 

都は、関係機関（バス・鉄道会社、地図業者、警察等）への通称名使用の周知及び

働きかけを行う。 

(ｲ) 都や事業者が作成するイベント情報及び施設の案内パンフレット、ホームページ

及びその他の施設情報・広報関係資料 

(ｳ) 事業者が使用する名刺、封筒及び業務車両 

 

イ 施設の使用権 

ネーミングライツ取得者の主催に限り、本施設又は本施設の一部を優先的に無償又は

有償で使用できる権利。ただし、使用日に関しては、年間の上限日数を定めた上で、東

京都及び事業者と協議を行い、決定するものとする。その他都と協議の上、別途付帯す

る権利を設けることも可とする。 

 

 ネーミングライツの期間 

ネーミングライツの期間は、令和 17（2035）年２月末日までの期間とする。 

ただし、整備期間を短縮し、全面開業日及び運営期間終了日が前倒しとなった場合は、

その運営期間終了日までとする。 

 

 ネーミングライツの募集手続 

事業者がネーミングライツ取得者を選定するに当たっては、関係会社に廉価で提供す

ること等がないよう、公募に準じた形で行うこと。公募条件等については、都と事前協

議すること。 

 

 ネーミングライツの収入 

事業者の提案によるネーミングライツから得られる収入は、事業者に帰属するが、サ

ービスの向上に資するようにすること。 
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 IOCの承諾 

当施設は、オリンピック・パラリンピックパーク内に位置しており、ネーミングライ

ツを設定する際は、IOC の事前の承諾が必要である。当承諾に係る協議・調整に誠実に

対応すること。 

 

 表示方法 

具体的な表示方法の検討にあたっては、東京都屋外広告物条例や東京都海上公園条例、

臨海副都心有明北地区まちづくりガイドライン等の関係規定を遵守すること。 
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付属資料 

 

付属資料１ 遵守すべき法令等 

付属資料２ 地積測量図 （守秘義務対象資料） 

付属資料３ 現況高低測量図 （守秘義務対象資料） 

付属資料４ 大会レガシーゾーン及び広場施設配置図 （守秘義務対象資料） 

付属資料５ スケートボード施設関係図面 （守秘義務対象資料） 

付属資料６ 周辺人口構成 

 

※守秘義務対象資料は、守秘義務の遵守に関する誓約書及び守秘義務対象資料交付申込書の提

出者のみに開示します。 
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付属資料１ 遵守すべき法令等 

 

１ 遵守すべき法令等 

 関係法令等 

 悪臭防止法（昭和 46年法律第 91号） 

 石綿障害予防規則（平成 17年厚生労働省令第 21号） 

 液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律（昭和 42年法律第 149号） 

 エネルギーの使用の合理化等に関する法律（昭和 54年法律第 49号） 

 屋外広告物法（昭和 24年法律第 189号） 

 海岸法（昭和 31年法律第 101号） 

 会社法（平成 17年法律第 86号） 

 会社法の一部を改正する法律（平成 26年法律第 90号） 

 ガス事業法（昭和 29年法律第 51号） 

 環境基本法（平成 5年法律第 91号） 

 興行場法（昭和 23年法律第 137号） 

 国等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に関する法律（平成

19年法律第 56号） 

 国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（平成 12年法律第 100号） 

 国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律（平成 24 年

法律第 50号） 

 景観法（平成 16年法律第 110号） 

 警備業法（昭和 47年法律第 117号） 

 下水道法（昭和 33年法律第 79号） 

 健康増進法（平成 14年法律第 103号） 

 建設業法（昭和 24年法律第 100号） 

 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成 12年法律第 104号） 

 建築基準法（昭和 25年法律第 201号） 

 建築士法（昭和 25年法律第 202号） 

 建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和 45年法律第 20号） 

 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成 27年法律第 53号） 

 高圧ガス保安法（昭和 26年法律第 204号） 

 公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律（平成 22年法律第 36号） 

 公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（平成 12年法律第 127号） 

 公共工事の品質確保の促進に関する法律（平成 17年法律第 18号） 

 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成 18年法律第 91号） 

 港湾法（昭和 25年法律第 218号） 

 個人情報の保護に関する法律（平成 15年法律第 57号） 

 資源の有効な利用の促進に関する法律（平成 3年法律第 48号） 

 社会教育法（昭和 24年法律第 207号） 

 循環型社会形成推進基本法（平成 12年法律第 110号） 
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 障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和 35年法律第 123号） 

 障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律（平成 25 年法律第 46 号） 

 障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成 25年法律第 65号） 

 浄化槽法（昭和 58年法律第 43号） 

 消防法（昭和 23年法律第 186号） 

 食品衛生法（昭和 22年法律第 233号） 

 食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律（平成 12年法律第 116号） 

 振動規制法（昭和 51年法律第 64号） 

 水質汚濁防止法（昭和 45年法律第 138号） 

 水道法（昭和 32年法律第 177号） 

 スポーツ基本法（平成 23年法律第 78号） 

 製造物責任法（平成 6年法律第 85号） 

 騒音規制法（昭和 43年法律第 98号） 

 大気汚染防止法（昭和 43年法律第 97号） 

 大規模小売店舗立地法（平成 10年法律第 91号） 

 建物の区分所有等に関する法律（昭和 37年法律第 69号） 

 地球温暖化対策の推進に関する法律（平成 10年法律第 117号） 

 地方自治法（昭和 22年法律第 67号） 

 駐車場法（昭和 32年法律第 106号） 

 著作権法（昭和 45年法律第 48号） 

 電気工事士法（昭和 35年法律第 139号） 

 電気事業法（昭和 39年法律第 170号） 

 電気通信事業法（昭和 59年法律第 86号） 

 電波法（昭和 25年法律第 131号） 

 道路交通法（昭和 35年法律第 105号） 

 道路法（昭和 27年法律第 180号） 

 特定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する法律（昭和 63年法律第 53号） 

 都市計画法（昭和 43年法律第 100号） 

 都市公園法（昭和 31年法律第 79号） 

 土壌汚染対策法（平成 14年法律第 53号） 

 特許法（昭和 34年法律第 121号） 

 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45年法律第 137号） 

 文化財保護法（昭和 25年法律第 214号） 

 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3年法律第 77号） 

 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成 11 年法律第

117号） 

 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成 11年法律第 147号） 

 ユニバーサル社会の実現に向けた諸施策の総合的かつ一体的な推進に関する法律（平

成 30年法律第 100号） 

 労働安全衛生法（昭和 47年法律第 57号） 
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 労働基準法（昭和 22年法律第 49号） 

 労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭和 60年

法律第 88号） 

 その他関連する法令 

 

 条例等 

 火災予防条例（昭和 37年東京都条例第 65号） 

 江東区雨水流出抑制対策実施要綱（平成 21年江土管第 2799号） 

 江東区みどりの条例（平成 11年江東区条例第 36号） 

 高齢者、障害者等が利用しやすい建築物の整備に関する条例（平成 15年東京都条例第

155号） 

 東京都屋外広告物条例（昭和 24年東京都条例第 100号） 

 東京都オリンピック憲章にうたわれる人権尊重の理念の実現を目指す条例（平成 30年

東京都条例第 93号） 

 東京都海上公園条例（昭和 50年東京都条例第 107号） 

 東京都海上公園条例施行規則（昭和 50年東京都規則第 242号） 

 東京都帰宅困難者対策条例（平成 24年東京都条例第 17号） 

 東京都景観条例（平成 18年東京都条例第 136号） 

 東京都建築安全条例（昭和 25年東京都条例第 89号） 

 東京都公有財産規則（昭和 39年東京都規則第 93号） 

 東京都中高層建築物の建築に係る紛争の予防と調整に関する条例（昭和 53 年東京都

条例第 64号） 

 東京都駐車場条例（昭和 33年東京都条例第 77号） 

 東京都福祉のまちづくり条例（平成７年東京都条例第 33号） 

 東京都臨海地域開発規則（平成 13年東京都規則第 80号）  

 東京における自然の保護と回復に関する条例（平成 12年東京都条例第 216号） 

 都民の健康と安全を確保する環境に関する条例（平成 12年東京都条例第 215号） 

 その他関連する条例等 

 

２ 各種基準等 

以下の基準等を標準とし、時点については最新版を確認すること。 

ただし、同等程度の性能を確保した場合においてはこの限りでない。 

また、設計・工事監理関連、工事関連の基準等は、アーバンスポーツ施設、管理施設及

び基盤施設の整備において標準とし、多目的施設の整備においては参考とすること。 

 

 共通（関連計画等を含む） 

 都立施設を活用した一時滞在施設の運営マニュアル（東京都） 

 江東区景観計画（江東区） 

 江東区都市計画マスタープラン（江東区） 

 新規恒久施設の施設運営計画（東京都） 
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 地球温暖化対策に寄与するための官庁施設の利用の手引き（国土交通省） 

 東京都景観計画－美しく風格のある東京の再生－（東京都） 

 東京都建築物環境配慮指針（東京都） 

 東京都再開発等促進区を定める地区計画運用基準（東京都） 

 東京ベイ eSGまちづくり戦略（東京都） 

 都市づくりのグランドデザイン（東京都） 

 賑わいと自然あふれる海辺を目指して－海上公園ビジョン－（東京都） 

 「未来の東京」戦略（東京都） 

 臨海副都心有明北地区地区計画（東京都） 

 臨海副都心有明北地区まちづくりマスタープラン（東京都） 

 臨海副都心有明北地区まちづくりガイドライン－改定－（東京都） 

 臨海副都心まちづくり推進計画（東京都） 

 TOKYOスポーツレガシービジョン（東京都） 

 その他関連する計画等 

 

 性能関連 

 公共建築物整備の基本指針（東京都） 

 東京都建設リサイクルガイドライン（東京都） 

 都立建築物のユニバーサルデザイン導入ガイドライン（東京都） 

 

 調査関連 

 敷地測量委託仕様書（東京都） 

 地盤調査委託仕様書（東京都） 

 

 設計工事監理関連 

 外構工事設計要領（構内舗装排水等編）（東京都） 

 工事監理等業務委託仕様書（東京都） 

 構造設計指針（東京都） 

 構造設計指針・同解説（東京都） 

 設計業務委託仕様書（東京都） 

 東京都福祉のまちづくり条例施設整備マニュアル（東京都） 

 

 工事関連 

 東京都機械設備工事標準仕様書（東京都） 

 東京都建築工事標準仕様書（東京都） 

 東京都電気設備工事標準仕様書（東京都） 

 東京都土木工事標準仕様書（東京都） 

 

 維持保全関連 

 維持保全業務標準仕様書（東京都） 
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 環境関連 

 省エネ・再エネ東京仕様（東京都） 

 東京都環境物品等調達方針（東京都） 

 

 その他 

 工事記録写真撮影基準（東京都） 

 受注者等提出書類処理基準同実施細目（東京都） 
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基本分析
調査地点　東京都江東区有明一丁目　ｴﾘｱ範囲　1次：半径0.5km　2次：半径1km　3次：半径2km　

１次ｴﾘｱ ２次ｴﾘｱ ３次ｴﾘｱ 江東区 東京都
人口総数 5,767 15,564 81,698 524,310 14,047,594
　男人口 2,880 7,774 40,000 258,015 6,898,388
　女人口 2,887 7,790 41,698 266,295 7,149,206

75歳以上 85 229 3,475 54,659 1,645,340
70-74 97 257 2,297 29,728 784,219
65-69 112 291 2,220 25,615 678,263
60-64 159 428 2,866 24,898 690,147
55-59 272 703 4,727 31,655 871,685
50-54 440 1,126 7,252 41,154 1,040,280
45-49 724 1,797 9,380 48,613 1,155,011
40-44 794 2,102 9,177 43,159 1,036,974
35-39 759 2,154 8,544 40,970 977,812
30-34 447 1,377 5,970 35,814 917,440
25-29 256 704 3,548 32,287 911,945
20-24 152 395 2,586 24,331 798,823
15-19 129 351 2,887 18,835 544,076
10-14 313 794 4,368 20,637 513,954
 5- 9 521 1,406 5,906 22,822 531,824
 0- 4 503 1,443 6,280 23,013 521,062

年少人口（ 0歳～14歳） 1,337 3,643 16,554 66,472 1,566,840
生産年齢人口（15歳～64歳 4,132 11,138 56,935 341,716 8,944,193
老年人口（65歳以上） 294 778 7,992 110,002 3,107,822
15歳以上就業者数※ - - - - -
後期高齢者数（75歳以上） 85 229 3,475 54,659 1,645,340

データ名
１次ｴﾘｱ ２次ｴﾘｱ ３次ｴﾘｱ 江東区 東京都

一般世帯総数 2,493 6,664 35,252 264,111 7,216,650
単身世帯 762 1,976 10,984 123,488 3,625,810
２人以上世帯 1,731 4,688 24,268 140,623 3,590,840
核家族世帯 1,672 4,526 23,316 131,885 3,299,649
　夫婦のみの世帯 599 1,616 8,026 47,406 1,185,040
　夫婦と子供から成る世帯 948 2,580 12,888 63,696 1,588,460
6歳未満世帯員のいる世帯 516 1,455 6,084 22,306 501,147
65歳以上世帯員のいる世帯 211 554 5,643 78,972 2,131,483
持ち家世帯 2,044 5,377 20,941 123,060 3,295,617
民営借家世帯 291 856 4,489 77,747 2,983,764

令和２年国勢調査
※令和２年国勢調査については、就業状態等基本集計の公開後反映されます。

世帯数

人口
データ名

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

東京都

江東区

ｴﾘｱ内

人員別世帯構成比 １人世帯 ２人世帯 ３人世帯 ４人世帯 ５人世帯 6人以上世帯

20% 15% 10% 5% 0% 5% 10% 15% 20%

6000人 4000人 2000人 0人 2000人 4000人 6000人

年齢別人口構成比 ｴﾘｱ内比率 江東区比率 東京都比率男性 女性

15 ～ 19歳

10 ～ 14歳

5 ～ 9歳
0 ～ 4歳

25 ～ 29歳

30 ～ 34歳
35 ～ 39歳

20 ～ 24歳

40 ～ 44歳

45 ～ 49歳
50 ～ 54歳

55 ～ 59歳

60 ～ 64歳
65 ～ 69歳

75歳以上

70 ～ 74歳
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年齢別人口

１次ｴﾘｱ ２次ｴﾘｱ ３次ｴﾘｱ 江東区 東京都
5,767 15,564 81,698 524,310 14,047,594

４歳以下人口 503 1,443 6,280 23,013 521,062
５～９歳人口 521 1,406 5,906 22,822 531,824
１０～１４歳人口 313 794 4,368 20,637 513,954
１５～１９歳人口 129 351 2,887 18,835 544,076
２０～２４歳人口 152 395 2,586 24,331 798,823
２５～２９歳人口 256 704 3,548 32,287 911,945
３０～３４歳人口 447 1,377 5,970 35,814 917,440
３５～３９歳人口 759 2,154 8,544 40,970 977,812
４０～４４歳人口 794 2,102 9,177 43,159 1,036,974
４５～４９歳人口 724 1,797 9,380 48,613 1,155,011
５０～５４歳人口 440 1,126 7,252 41,154 1,040,280
５５～５９歳人口 272 703 4,727 31,655 871,685
６０～６４歳人口 159 428 2,866 24,898 690,147
６５～６９歳人口 112 291 2,220 25,615 678,263
７０～７４歳人口 97 257 2,297 29,728 784,219
７５歳以上人口 85 229 3,475 54,659 1,645,340

１次ｴﾘｱ ２次ｴﾘｱ ３次ｴﾘｱ 江東区 東京都
2,880 7,774 40,000 258,015 6,898,388

４歳以下人口 262 740 3,168 11,717 266,375
５～９歳人口 273 747 3,070 11,734 271,910
１０～１４歳人口 159 402 2,217 10,545 263,549
１５～１９歳人口 63 172 1,444 9,763 276,129
２０～２４歳人口 63 170 1,130 12,149 396,919
２５～２９歳人口 108 292 1,532 16,203 455,638
３０～３４歳人口 190 592 2,615 17,588 462,045
３５～３９歳人口 345 1,010 4,110 20,711 497,623
４０～４４歳人口 411 1,082 4,480 21,762 526,550
４５～４９歳人口 377 945 4,700 24,557 581,577
５０～５４歳人口 250 631 3,852 21,451 530,006
５５～５９歳人口 147 383 2,520 16,592 447,995
６０～６４歳人口 84 233 1,509 12,535 349,242
６５～６９歳人口 52 136 1,050 12,527 334,802
７０～７４歳人口 54 137 1,092 14,009 370,863
７５歳以上人口 38 100 1,417 21,642 640,206

１次ｴﾘｱ ２次ｴﾘｱ ３次ｴﾘｱ 江東区 東京都
2,887 7,790 41,698 266,295 7,149,206

４歳以下人口 241 704 3,112 11,296 254,687
５～９歳人口 248 659 2,836 11,088 259,914
１０～１４歳人口 154 392 2,150 10,092 250,405
１５～１９歳人口 66 179 1,443 9,072 267,947
２０～２４歳人口 89 225 1,456 12,182 401,904
２５～２９歳人口 148 413 2,016 16,084 456,307
３０～３４歳人口 257 785 3,355 18,226 455,395
３５～３９歳人口 414 1,144 4,434 20,259 480,189
４０～４４歳人口 383 1,020 4,697 21,397 510,424
４５～４９歳人口 347 852 4,679 24,056 573,434
５０～５４歳人口 190 495 3,400 19,703 510,274
５５～５９歳人口 125 321 2,206 15,063 423,690
６０～６４歳人口 74 195 1,357 12,363 340,905
６５～６９歳人口 60 155 1,170 13,088 343,461
７０～７４歳人口 44 120 1,205 15,719 413,356
７５歳以上人口 47 130 2,058 33,017 1,005,134

令和２年国勢調査

年齢別人口
（女性人口）

データ名

データ名

データ名
女性総人口

総人口

男性総人口

年齢別人口
（総人口）

年齢別人口
（男性人口）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

東京

都

江東

区

ｴﾘｱ内

年齢別人口（総人口）
４歳以下人口
５～９歳人口
１０～１４歳人口
１５～１９歳人口
２０～２４歳人口
２５～２９歳人口
３０～３４歳人口
３５～３９歳人口
４０～４４歳人口
４５～４９歳人口
５０～５４歳人口
５５～５９歳人口
６０～６４歳人口
６５～６９歳人口
７０～７４歳人口
７５歳以上人口

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

東京

都

江東

区

ｴﾘｱ内

男性人口
４歳以下人口
５～９歳人口
１０～１４歳人口
１５～１９歳人口
２０～２４歳人口
２５～２９歳人口
３０～３４歳人口
３５～３９歳人口
４０～４４歳人口
４５～４９歳人口
５０～５４歳人口
５５～５９歳人口
６０～６４歳人口
６５～６９歳人口
７０～７４歳人口
７５歳以上人口

0% 20% 40% 60% 80% 100%

東京

都

江東

区

ｴﾘｱ内

女性人口
４歳以下人口
５～９歳人口
１０～１４歳人口
１５～１９歳人口
２０～２４歳人口
２５～２９歳人口
３０～３４歳人口
３５～３９歳人口
４０～４４歳人口
４５～４９歳人口
５０～５４歳人口
５５～５９歳人口
６０～６４歳人口
６５～６９歳人口
７０～７４歳人口
７５歳以上人口
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世帯数

１次ｴﾘｱ ２次ｴﾘｱ ３次ｴﾘｱ 江東区 東京都
2,493 6,664 35,252 264,111 7,216,650

単身世帯数 762 1,976 10,984 123,488 3,625,810
２人世帯数 716 1,921 10,094 66,591 1,695,039
３人世帯数 552 1,492 7,513 40,197 1,002,088
４人世帯数 403 1,112 5,653 27,531 697,531
５人世帯数 53 149 891 5,321 160,388
６人以上世帯数 7 14 117 983 35,794

親族世帯 1,700 4,606 23,918 138,388 3,506,405
　核家族世帯 1,672 4,526 23,316 131,885 3,299,649
　その他の親族世帯 27 80 602 6,503 206,756

６歳未満世帯員のいる世帯 516 1,455 6,084 22,306 501,147
１８歳未満世帯員のいる世帯 947 2,567 12,009 50,165 1,176,537
６５歳以上世帯員のいる世帯 211 554 5,643 78,972 2,131,483

１次ｴﾘｱ ２次ｴﾘｱ ３次ｴﾘｱ 江東区 東京都

2,467 6,571 34,325 255,470 7,005,563

1 2 58 31,676 1,985,826

長屋建世帯数 0 0 2 365 66,622

共同住宅世帯数 2,467 6,569 34,254 223,188 4,942,785
１～２階建て 0 1 6 5,663 953,371
３～５階建て 0 5 649 38,502 1,844,302
６～１０階建て 101 215 1,730 55,000 1,128,910
１１階建て以上 2,364 6,348 31,869 124,023 1,016,202

その他 0 0 12 241 10,330

データ名 １次ｴﾘｱ ２次ｴﾘｱ ３次ｴﾘｱ 江東区 東京都
2,487 6,641 34,842 260,354 7,144,677

持ち家世帯数 2,044 5,377 20,941 123,060 3,295,617
民営の借家世帯数 291 856 4,489 77,747 2,983,764

令和２年国勢調査

持ち家形態

データ名

主世帯数

住宅形態

住宅に住む一般世帯

一戸建世帯数

データ名

世帯人員別

一般世帯総数

0% 20% 40% 60% 80% 100%

東…

江…

ｴﾘｱ内

世帯人員別一般世帯数 単身世帯数

２人世帯数

３人世帯数

４人世帯数

５人世帯数

６人以上世帯数

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

東京

都

江東

区

ｴﾘｱ内

住宅の建て方別世帯数

一戸建世帯数

長屋建世帯数

共同住宅世帯数

その他
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